
都道府県医師会長殿

労働安全衛生法第器条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による健康

障害を防止するための指針の一部を改正する件」等の周知について(協力依頼)

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

この度、「労働安全衛生法第器条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による

健康障害を防止するための指針の一部を改正する件」等の周知について、別添のとおり、厚生

労働省労働基準局長より本職宛に、協力依頼がありました。

先般、厚生労働省における「化学物質のりスク評価検討会」の「有害性評価小検討会」にお

ける検討の結果、アクリル酸メチルおよびアクロレインについて実験動物にがんを引き起こす

ことが確認され、ヒトに対するがん原性は現在確定していないものの、労働者がこの物質に長

期間ばく露された場合に、がんを生ずる可能性が否定できないことから、がん原性指針により

健康障害防止措置について指導を行うことが適当との結論が得られたところです。

さらに、厚生労働省における「化学物質による労働者の健康障害防止措置に係る検討会」に

おいて下記のとおり結論が得られました。

以上を踏まえ、今般、「労働安全衛生法第器条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化

学物質による健康障害を防止するための指針の一部を改正する件(令和2年2月7日付健康障害を

防止するための指針公示第27号。以下「指針公示第27号」という。)」を公示したところです。

これによりがん原性指針が別添1の新旧対照表のとおり改正され、改正後のがん原性指針(以

下「新指針」という。)は別添2のとおりとなります。

つきましては、本件の趣旨をご理解の上、貴会会員ならびに貴会関係郡市区医師会等への周

知方につきまして、特段のご高配を賜わりますようお願い申し上げます。
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【化学物質による労働者の健康障害防止措置に係る検討会での結論】

1.アクリル酸メチルおよびアクロレインについてがん原性指針に定める措置と同様の措置を

講じることが必要であること。

2.がん原性指針の対象物質のうちメタクリル酸2,3ーエポキシプロピルについて、作業環

境測定の方法および測定結果の評価に用いる指標(以下「作業環境測定法等」という。)

に係る技術的な検討の成果について、その内容は妥当であり、がん原性指針に反映させる

ことが必要であること。



別記の関係事業者団体の長殿

「労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による

健康障害を防止するための指針の一部を改正する件」等の周知にっいて(協力依頼)

労働基準行政の推進にっきましては、平素より御協力を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、労働安全衛生法(昭和47年法律第57号。以下 N却という。)第28条第3項におい

て、厚生労働大臣は、がんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのある化学物質で厚

生労働大臣が定めるものを製造し、又は取り扱う事業者が当該化学物質による労働者の健康障生

を防止するための指針を公表することとされており、労働安全衛生法第28条第3項の規定に基

づき厚生労働大臣が定める化学物質による健康障害を防止するための指針(健康障宝を防止する

ための指針公示第23号(最終改正平成28年3月31日付け健康障害を防止するための指針公

示第26号)。以下「がん原性指針」という。)が公表されております。

先般、厚生労働省における「化学物質のりスク評価検討会」の「有害性評価小検討会」におけ

る検討の結果、アクリル酸メチル及びアクロレインにっいて実験動物にがんを引き起こすことが

確認され、ヒトに対するがん原性は現在確定していないものの、労働者がこの物質に長期間ばく

露された場合に、がんを生ずる可能性が否定できないことから、がん原性指針により健康障生防

止措置にっいて指導を行うことが適当との結論が得られたととろです。

さらに、厚生労働省における「化学物質による労働者の健康障害防止措置に係る検討会」にお
いて、

①上記結論を踏まえ、アクリル酸メチル及びアクロレインにっいてがん原性指針に定める措智

と同様の措置を講じることが必要であること

②がん原性指針の対象物質のうちメタクリル酸2,3ーエポキシプロピルにっいて、作業環1立

測定の方法及び測定結果の評価に用いる指標(以下「作業環境測定方法等」という。)に係る

技術的な検討の成果にっいて、その内容は妥当であり、がん原性指針に反映させるととが必
要であること

との結論が得られました。

以上を踏まえ、今般、「労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化

学物質による健康障害を防止するための指針の一部を改正する件(令和2年2月7日付け健康障

害を防止するための指針公示第27号。以下「指針公示第27号」という。)」を公示したところで

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

基発 0207 第 1 号

令和2年2月7日



す。これによりがん原性指針が別添1の新旧対照表のとおり改正され、改正後のがん原性指針(以

下「新指針」という。)は別添2のとおりとなります。

つきましては、貴団体におかれましても、新指針の趣旨を御理解いただき、新指針及び下記の

留意事項にっいて傘下会員に対する周知を図られますとともに、がん原性指針の対象物質による

健康障害の防止対策が適切に行われるようぉ願い申し上げます。

第1 留意事項

1 がん原性指針対象物質の追加につぃて

新指針の対象物質は、これまでがん原性指針の対象物質として定められてぃた2ーアミノ

-4ークロロフエノーノレ等38物質に加え、法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が

定める化学物質として追加された以下の2物質(括弧内はCAS登録番号を示す。)となる。

・アクリノレ酸メチノレ四6-33-3)

・アクロレイン a07-02-8)

これら2物質に係る物理化学的性質等の情報については、「職場のあんぜんサイト」のGHS

対応モデノレラベノレ・モデルSDS情報を参照されたい。

2 がん原性指針対象物質に関して講ずるべき措置にっいて

メタクリル酸2,3ーエポキシプロピルにっいて、新指針では講ずるべき措置に作業環境

測定等を追力Πしている。

一方、アクロレインに関する作業環境測定方法等にっいては、技術的な検討が未了である

ことから、新指針ではアクロレインにっいて講ずるべき措置から作業環境測定等を除外して

いる。

第2 関係通達の改正

1 全体的事項について

がん原性指針全体に対する留意事項にっいて示している平成28年3月31日付け基発0331

第26号「「労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質によ

る健康障害を防止するための指針」にっいて」(以下「全体的事項通達」という。)を別紙1

のとおり改正する。

2 作業環境測定について

「屋外作業場等における作業環境管理に関するガイドラインにっいて(平成 17年3月31

日付け基発第0331017号)j の別表第2を呂1俳氏2のとおり改正する。

記



アクリル酸エステノレエ業会

押出成形セメント板協会

板硝子協会

一般財団法人FA財団

一般財団法人エンジニアリング協会

一般財団法人化学物質評価研究機構

一般財団法人建設業振興基金

一般財団法人首都高速道路協会

一般財団法人製造科学技術センター

一般財団法人石炭エネノレギーセンター

一般財団法人先端加工機械技術振興協会

一般財団法人大日本蚕糸会

一般財団法人日本カメラ財団

一般財団法人日本軸受検査協会

一般財団法人日本船舶技術研究協会

一般財団法人日本陶業連盟

一般財団法人日本皮革研究所

一般財団法人日本溶接技術センター

一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター

一般財団法人マイクロマシンセンター

一般社団法人日本在外企業協会

一般社団法人アノレコーノレ協会

一般社団法人海洋水産システム協会

一般社団法人仮設工業会

一般社団法人家庭電気文化会

一般社団法人カメラ映像機器工業会

一般社団法人火力原子力発電技術協会

一般社団法人強化プラスチック協会

一般社団法人軽仮設リース業協会

一般社団法人軽金属製品協会

一般社団法人建設産業専門団体連合会

一般社団法人合板仮設材安全技術協会

一般社団法人コンクリートポーノレ・パイノレ協会

一般社団法人色材協会

一般社団法人自転車協会

一般社団法人住宅生産団体連合会

一般社団法人住宅リフォーム推進協議会

一般社団法人潤滑油協会

一般社団法人新金属協会

一般社団法人全国スーパーマーケット協会

一般社団法人全国LPガス協会

一般社団法人全国クレーン建設業協会

一般社団法人全国警備業協会

一般社団法人全国建設業協会

一般社団法人全国建築コンクリートブロック

工業会

一般社団法人全国石油協会

一般社団法人全国中小建設業協会

一般社団法人全国中小建築工事業団体連合会

一般社団法人全国中小貿易業連盟

一般社団法人全国鐵構工業協会

一般社団法人全国登録教習機関協会

一般社団法人全国防水工事業協会

一般社団法人全国木質セメント板工業会

一般社団法人全日本建築士会

一般社団法人全日本航空事業連合会

一般社団法人全日本マリンサプライヤーズ協

男1信己

般社団法人送電線建設技術研究会

般社団法人ソーラーシステム振興協会

般社団法人大日本水産会

般社団法人電気協同研究会

般社団法人電気設備学会

般社団法人電気通信協会

般社団法人電子情報技術産業協会

般社団法人電池工業会

般社団法人電力土木技術協会

般社団法人日本電設工業協会

般社団法人日本アスファルト合材協会

般社団法人日本アスファルト乳剤協会

般社団法人日本アミューズメントマシン協

般社団法人日本アルミニウム協会

般社団法人日本アルミニウム合金協

般社団法人日本医療機器工業会

般社団法人日本医療機器産業連合会

般社団法人日本医療法人協会

般社団法人日本印刷産業機械工業会

会



一般社団法人日本印刷産業連合会

一般社団法人日本エアゾール協会

一般社団法人日本エノレピーガスプラント協会

一般社団法人日本エレベータ協会

一般社団法人日本オーディオ協会

一般社団法人日本陸用内燃機関協会

一般社団法人日本オプトメカトロニクス協会

一般社団法人日本音響材料協会

一般社団法人日本科学機器協会

般社団法人日本化学工業協会

般社団法人日本化学品輸出入協会

般社団法人日本化学物質安全・情報センター

般社団法人日本ガス協会

般社団法人日本画像医療システムエ業会

般社団法人日本金型工業会

般社団法人日本火薬銃砲商組合連合会

般社団法人日本硝子製品工業会

般社団法人日本機械工業連合会

般社団法人日本機械設計工業会

般社団法人日本機械土工協会

般社団法人日本基礎建設協会

般社団法人日本絹人繊織物工業会

般社団法人日本金属プレスエ業協会

般社団法人日本金属屋根協会

般社団法人日本空調衛生工事業協会

般社団法人日本グラフィックサービスエ業

一般社団法人日本建築板金協会

一般社団法人日本港運協会

一般社団法人日本工業炉協会

一般社団法人日本航空宇宙工業会

一般社団法人日本工作機械工業会

一般社団法人日本工作機器工業会

一般社団法人日本合成樹脂技術協会

一般社団法人日本コミュニティーガス協会

般社団法人日本ゴムエ業会

般社団法人日本サッシ協会

般社団法人日本産業・医療ガス協会

般社団法人日本産業機械工業会

般社団法人日本産業車両協会

般社団法人日本自動車機械器具工業会

般社団法人日本自動車機械工具協会

般社団法人日本自動車工業会

般社団法人日本自動車車体工業会

般社団法人日本自動車整備振興会連合会

般社団法人日本自動車タイヤ協会

般社団法人日本自動車部品工業会

般社団法人日本自動認識システム協会

般社団法人日本自動販売システム機械工業

一般社団法人日本クレーン協会

一般社団法人日本くん蒸技術協会

一般社団法人日本経済団体連合会

一般社団法人日本計量機器工業連合会

一般社団法人日本毛皮協会

一般社団法人日本建材・住宅設備産業協

一般社団法人日本建設機械工業会

一般社団法人日本建設機械施工協会

一般社団法人日本建設機械レンタル協会

一般社団法人日本建設業連合会

般社団法人日本建築材料協会

般社団法人日本建築士事務所協会連合会

一般社団法人日本試薬協会

一般社団法人日本写真映像用品工業会

一般社団法人日本砂利協会

一般社団法人日本照明工業会

一般社団法人日本食品機械工業会

一般社団法人日本私立医科大学協会

一般社団法人日本伸銅協会

一般社団法人日本新聞協会

一般社団法人日本繊維機械協会

一般社団法人日本染色協会

一般社団法人日本船舶電装協会

一般社団法人日本倉庫協会

一般社団法人日本造船協力事業者団体連合会

一般社団法人日本造船工業会

一般社団法人日本測量機器工業会

一般社団法人日本損害保険協会



一般社団法人日本ダイカスト協会

一般社団法人日本大ダム会議

一般社団法人日本鍛圧機械工業会

一般社団法人日本鍛造協会

一般社団法人日本タンナーズ協会

一般社団法人日本チタン協会

一般社団法人日本中小型造船工業会

一般社団法人日本中小企業団体連盟

一般社団法人日本鋳造協会

般社団法人日本鉄鋼連盟

般社団法人日本鉄塔協会

般社団法人日本鉄道車鞆工業会

般社団法人日本鉄りサイクルエ業会

般社団法人日本電化協会

般社団法人日本電気協会

般社団法人日本電気計測器工業会

般社団法人日本電機工業会

般社団法人日本電気制御機器工業会

般社団法人日本電子回路工業会

般社団法人日本電子デバイス産業協会

般社団法人日本電カケーブル接続技術協会

般社団法人日本ドゥ・イット・ユアセノレフ協

一般社団法人日本パレット協会

一般社団法人日本半導体製造装置協会

一般社団法人日本皮革産業連合会

一般社団法人日本左官業組合連合会

一般社団法人日本非破壊検査工業会

一般社団法人日本病院会

一般社団法人日本表面処理機材工業会

一般社団法人日本ビルヂング協会連合会

一般社団法人日本フードサービス協会

一般社団法人日本フノレードパワーエ業会

一般社団法人日本分析機器工業会

一般社団法人日本粉体工業技術協会

一般社団法人日本べアリングエ業会

一般社団法人日本べっ甲協会

一般社団法人日本ボイラ協会

一般社団法人日本ボイラ整備据付協会

一般社団法人日本防衛装備工業会

一般社団法人日本貿易会

一般社団法人日本望遠鏡工業会

一般社団法人日本芳香族工業会

一般社団法人日本縫製機械工業会

一般社団法人日本包装機械工業会

一般社団法人日本ホームヘノレス機器協会

一般社団法人日本保温保冷工業協会

一般社団法人日本マリン事業協会

一般社団法人日本民営鉄道協会

一般社団法人日本綿花協会

一般社団法人日本木工機械工業会

一般社団法人日本溶接容器工業会

一般社団法人日本溶融亜鉛鍍金協会

一般社団法人日本猟用資材工業会

一般社団法人日本旅客船協会

一般社団法人日本臨床検査薬協会

一般社団法人日本冷蔵倉庫協会

一般社団法人日本冷凍空調工業会

一般社団法人日本冷凍空調設備工業連合会

一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタン

ト会

一般社団法人日本ロボットエ業会

一般社団法人日本銅センター

一般社団法人日本動力協会

一般社団法人日本道路建設業協会

一般社団法人日本時計協会

一般社団法人日本塗装工業会

一般社団法人日本鳶工業連合会

一般社団法人日本塗料工業会

一般社団法人日本内燃力発電設備協会

一般社団法人日本ねじ工業協会

一般社団法人日本農業機械工業会

一般社団法人日本配線システムエ業会

一般社団法人日本配電制御システムエ業

一般社団法人日本舶用機関整備協会

一般社団法人日本歯車工業会

一般社団法人日本ばね工業会

一般社団法人日本ノシレブエ業会



一般社団法人日本綿業倶楽部

一般社団法人農業電化協会

一般社団法人ビジネス機械・情報システム産業

協会

一般社団法人不動産協会

一般社団法人プラスチック循環利用協会

一般社団法人プレハブ建築協会

一般社団法人林業機械化協会

印刷インキエ業連合会

印刷工業会

ウレタン原料工業会

ウレタンフォームエ業会

エポキシ樹脂工業会

塩ビエ業・環境協会

欧州ビジネス協会医療機器IVD委員会

押出発泡ポリスチレンエ業会

化成品工業協会

可塑剤工業会

硝子繊維協会

関西化学工業協会

協同組合資材連

協同組合日本製パン製菓機械工業会

クロロカーボン衛生協会

研削砥石工業会

建設業労働災害防止協会

建設廃棄物協同組合

建設労務安全研究会

公益財団法人油空圧機器技術振興財団

公益財団法人安全衛生技術試験協会

公益財団法人NSKメカトロニクス技術高度

化財団

公益財団法人工作機械技術振興財団

公益財団法人産業医学振興財団

公益財団法人日本小型貫流ボイラー協会

公益社団法人インテリア産業協会

公益社団法人建設荷役車両安全技術協会

公益社団法人産業安全技術協会

公益社団法人自動車技術会

公益社団法人全国解体工事業団体連合会

公益社団法人全国産業資源循環連合会

公益社団法人全国ビルメンテナンス協会

公益社団法人全国労働衛生団体連合会

公益社団法人全国労働基準関係団体連合

公益社団法人全日本トラック協会

公益社団法人全日本サイン協会

公益社団法人全日本病院協会

公益社団法人全日本不動産協会

公益社団法人日本医師会

公益社団法人日本煙火協会

公益社団法人日本化学会環境・安全推進委員

公益社団法人日本建築家協会

公益社団法人日本建築士会連合会

公益社団法人日本作業環境測定協会

公益社団法人日本歯科医師会

公益社団法人日本歯科技工士会

公益社団法人日本精神科病院協会

公益社団法人日本セラミックス協会

公益社団法人日本洗浄技能開発協会

公益社団法人日本電気技術者協会

公益社団法人日本プラントメンテナンス協

公益社団法人日本保安用品協会

公益社団法人日本ボウリング場協会

公益社団法人日本木材保存協会

公益社団法人ボイラ・クレーン安全協会

公益社団法人有機合成化学協会

合成ゴムエ業会

合成樹脂工業協会

高発泡ポリエチレンエ業会

港湾貨物運送事業労働災害防止協会

コンクリート用化学混和剤協会

酢ビ・ポバーノレエ業会

写真感光材料工業会

触媒工業協会

触媒資源化協会

ステンレス協会

石油化学工業協会

石油連盟



日本高温断熱ウーノレエ業会

全国仮設安全事業協同組合

全国ガラス外装クリーニング協会連合会

全国機械用刃物研磨工業協同組合

全国グラビア協同組合連合会

全国クリーニング生活衛生同業組合連合

全国建設業協同組合連合会

全国興行生活衛生同業組合連合会

全国自動ドア協会

全国社会保険労務士会連合会

全国商工会連合会

全国醸造機器工業組合

全国製菓機器商工協同組合

全国製菓厨房機器原材料協同組合

全国タイヤ商工協同組合連合会

全国段ボールエ業組合連合会

全国中小企業団体中央会

全国伝動機工業協同組合

全国士壌改良資材協議会

全国トラックターミナノレ協会

全国農業協同組合中央会

全国ミシン商工業協同組合連合会

全国鍍金工業組合連合会

全日本印刷工業組合連合会

全日本紙製品工業組合

全日本革靴工業協同組合連合会

全日本光沢化工紙協同組合連合会

全日本シール印刷協同組合連合会

全日本紙器段ボール箱工業組合連合会

全日本スクリーン・デジタル印刷協同組合連

電気硝子工業会

電気機能材料工業会

電気事業連合会

電線工業経営者連盟

天然ガス鉱業会

独立行政法人労働者健康安全機構

トラクター懇話会

奈良県毛皮革協同組合連合会

ニッケル協会東京事務所

日本圧力計温度計工業会

日本医薬品添加剤協会

日本エアゾノレヘアーラッカーエ業組合

日本ABS樹脂工業会

日本LPガス協会

日本オートケミカノレエ業会

日本界面活性剤工業会

日本化学繊維協会

日本ガスメーターエ業会

日本ガソリン計量機工業会

日本家庭用殺虫剤工業会

日本家庭用洗浄郵」工業会

日本火薬工業会

日本硝子計量器工業協同組合

日本ガラスびん協会

日本革類卸売事業協同組合

日本機械工具工業会

日本機械鋸・刃物工業会

日本靴工業会

日本グラフィックコミュニケーションズエ業

組合連合会

日本化粧品工業連合会

日本建築仕上学会

日本建築仕上材工業会

日本顕微鏡工業会

日本高圧ガス容器バノレブエ業会

日本光学工業協会

日本光学測定機工業会

日本鉱業協会

日本工業塗装協同組合連合会

全日本製本工業組合連合会

全日本電気工事業工業組合連合会

全日本昶虫類皮革産業協同組合

全日本プラスチック製品工業連合会

全日本木工機械商業組合

ダイヤモンドエ業協会

中央労働災害防止協会

電機・電子・情報通信産業経営者連盟

会



日本工作機械販売協会

日本合板工業組合連合会

日本香料工業会

日本ゴム履物協会

日本酸化チタンエ業会

日本産業洗浄協議会

日本試験機工業会

日本室内装飾事業協同組合連合会

日本自動車輸入組合

日本自動販売機保安整備協会

日本酒造組合中央会

日本商工会議所

日本真空工業会

日本吹出口工業会

日本スチレンエ業会

日本製缶協会

日本製紙連合会

日本精密機械工業会

日本精密測定機器工業会

日本製薬団体連合会

日本石鹸洗剤工業会

日本石鹸洗剤工業組合

日本接着剤工業会

日本ゼラチン・コラーゲンエ業組合

日本繊維板工業会

日本ソーダエ業会

日本暖房機器工業会

日本チエーンエ業会

日本チェーンストア協会

一般社団法人日本鋳鍛鋼会

日本陶磁器工業協同組合連合会

日本内航海運組合総連合会

日本内燃機関連合会

日本難燃剤協会

日本パーマネントウェーブ液工業組合

日本バーミキュライトエ業会

日本歯磨工業会

日本ビニルエ業会

日本肥料アンモニア協会

日本フォーム印刷工業連合会

日本フォームスチレンエ業組合

日本弗素樹脂工業会

日本部品供給装置工業会

日本プラスチック機械工業会

日本プラスチックエ業連盟

日本フノレオロカーボン協会

日本へアカラーエ業会

日本PETフィルムエ業会

日本ボイラー・圧力容器工業組合

日本防疫殺虫剤協会

日本紡績協会

日本ポリオレフィンフィルムエ業組合

日本無機薬品協会

日本メンテナンスエ業会

日本木材防腐工業組合

日本有機過酸化物工業会

日本輸入化粧品協会

日本窯業外装材協会

日本溶剤りサイクルエ業会

日本羊毛産業協会

日本浴用剤工業会

農薬工業会

発泡スチローノレ協会

光触媒工業会

普通鋼電炉工業会

米国医療機器・1VD工業会

ポリカーボネート樹脂技術研究会

モノレールエ業協会

陸上貨物運送事業労働災害防止協会

硫酸協会

林業・木材製造業労働災害防止協会

ロックウーノレエ業会

一般財団法人食品産業センター

一般社団法人日本食品添加物協会

カーボンブラック協会

一般社団法人産業環境管理協会

一般社団法人セメント協会

一般社団法人JAT1協会



一般社団法人日本科学飼料協会

一般社団法人日本防水材料協会

アスファノレトノレーフィングエ業会

FRP防水材工業会

合成高分子ルーフィングエ業会

日本ウレタン建材工業会

トーチエ法ノレーフィングエ業会

一般社団法人建築防水安全品質協議

日本塗り床工業会

エンプラ技術連合会

協同組合日本飼料工業会

日本パウダーコーティング協同組合

せんい強化セメント板協会

一般社団法人石膏ボードエ業会

一般社団法人ALC協会

インテリアフロアエ業会

一般社団法人日本溶接協会

せんい強化セメント板協会

一般社団法人日本溶接材料工業会

吸水性樹脂工業会



◎労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化{物質によ
新旧対照表

1

2 対象物質(CAS登録番号)

この指針において、対象物質(CAS 登録番号)は、アク リノレ酸メ

チノレ(96-333)、アクロレイン(107-02-8)、 2 ーアミノー 4 ークロ

(略)

別添1

ロフェノーノレ(95-85-2)、アントラセン(120-12-フ)、エチノレベンゼ
ン aoo-41-4)、 2,3 ーエポキシー 1 ープロパノーノレ(556-52-5)、塩
化アリノレ a07-05・D 、オノレトーフェニレンジアミン及びその塩
(95-54-5 ほ力→、キノリン及びその塩(91-22-5 ほか)、 1 ークロロー
2 ーニトロベンゼン(88-73-3)、クロロホノレム(67-66-3)、酢酸ビニ
ノレ(108-05-4)、四塩化炭素(56-23-5)、 1,4 ージオキサン a23_91_D 、
1,2 ージクロロエタン(別名二塩化エチレン) a07-06-2)、 1 ,

4 ージクロロー 2 ーニトロベンゼン(89-61-2)、 2,4 ージクロロ
1 ーニトロベンゼン(611-06-3)、 1,2 ージクロロプロパン,

(78-87-5)、ジクロロメタン(呂1」名二塩化メチレン)(75_09_2)、 N,
N ージメチノレアセトアミド(127-19-5)、ジメチノレー 2,2 ージクロ
ロビニノレホスフェイト(別名 D D V P )(62-73-フ)、 N, N ージメチ
ノレホノレムアミド(68-12-2)、スチレン(100-42-5)、 4 ーターシャリ
ーブチノレカテコーノレ(98-29-3)、多層力ーボンナゾチューブ(がんその
他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのあるものとして厚生
労働省労働基準局長が定めるものに限る。)、 1,1,2,2 ーテト
ラクロロエタン(別名四塩化アセチレン)(79-34-5) テトラクロロ、

エチレン(別名パークロノレエチレン)(127-18-4)、 1 1 1 ート,

リクロノレエタン(71-55-6)、ト ロロエチレン(79-01-6)、ノノレマ、

ノレーブチノレー 2,3 ーエポキシプロピノレエーテノレ(2426-08-6)、パラ
ジクロノレベンゼン a06-46-フ)、ノぐラーニトロアニソーノレ QO0_17_4)、

トロクロルベンゼン(100-00-5)、ヒドラジン及びその塩並ノ＼フ

びにヒドラジンー水手Π物(302-01-2、 78仍、57-8 ほ力→、ビフェニノレ
(92-52-4)、 2 ーブテナーノレ a23-73-9、 4170-30-3 及び 15798-64-8)、
1 ブロモー 3 ークロロプロノぐン(109-70-6)、 1 ロモブタン、

改正案

る健康障害を防止するための指針の一部を改正する指針

1 (略)

2 対象物質(CAS登録番号)
この指針において、対象物質(CAS 登録番号)は、 2 ーアミノ

4 ークロロフェノーノレ(95-85-2)、アントラセン(120_12_フ)、エチ、

ノレベンゼン(100-41-4)、 2,3 ーエポキシー 1 ープロパノーノレ
(556-52-5)、塩化アリノレ(107-05-1)、オノレトーフェニレンジアミン

及びその塩(9S・54-5 ほ力→、キノリン及びその塩(91-22-5 ほ力→、 1
ークロロー 2 ーニトロベンゼン(88-73-3)、クロロホノレム(67_66_3)、
酢酸ビニル a08-05-4)、四塩化炭素(56-23-5) ジオキサ

ン a23-91・D 、 1,2 ージクロロエタン(男1」名二塩化エチレン)
(107-06-2)、 1,4 ージクロロー 2 トロベンゼン(89-61-2)^,

、

2,4 ージクロロー 1 ロベンゼン(611-06-3)、 1 2 ージク、^,

ロロプロパン(78-87-5)、ジクロロメタン(別名二塩化メチレン)
(75-09-2)、 N , N ージメチノレアセトアミド(127-19-5)、ジメチノレ、

2,2 ージクロロビニノレホスフェイト(呂1」名 D D V P )(62_73_フ)、
N , N ージメチノレホノレムアミド(68-12-2)、スチレン aoo_42_5) 、

4 ーターシャリーブチノレカテコーノレ(98-29-3)、多層力ーボンナノチ
ユーブ(がんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのある
ものとして厚生労働省労働基準局長が定めるものに限る。 , ,

2,2ーテ クロロエタン(別名四塩化アセチレン)(79-34-5)、
テトラクロロエチレン(呂1」名パークロノレエチレン) a27_18_4)、 1 ,

1,1 ートリクロノレエタン(71-55-6)、トリクロロエチレン(79_01_6)、
ノノレマノレーブチノレー 2,3 ーエポキシプロピノレエーテノレ(2426_08_6)、

、、、

クロノレベンゼン(106-46-フ)、パラーニトロアニソーノレノ＼フ

aoo-17-4)、パラーニトロクロノレベンゼン(100-00-5)、ヒドラジン
及びその塩並びにヒドラジンー水和物(302-01-2、 7803-57-8 ほ力→、
ビフエニノレ(92-52-4)、 2 ーブテナーノレ a23-73-9、 4170-30-3 及び
15798-64-8)、 1 ーブロモー 3 ークロロプロパン a09_70_6)、 1 ーブ
ロモブタン a09-65-9)、メタクリノレ酸 2,3 ーエポキシプロピノレ

現イテ



(109-65-9)、メタクリノレ酸 2,3 ーエポキシプロピル(106_91_2)並ぴ
にメチルイソブチルケトン(108-10-1)をいう。

(以下略)

4 作業環境測定について

(1)・(2)(略)

(3)対象物質等を製造し、又は取り扱う業務にっいては、次の措置
を講ずること。

ア屋内作業場にっいて、対象物質(アクロレインを除く。)の空
気中における濃度を定期的に測定すること。なお、測定は作業環
境測定士が実施することが望ましい。また、測定は6月以内ごと
に 1回実施するよう努めること。

イ作業環境測定(2 ーアミノー 4 ークロロフェノーノレ、アントラ
セン、キノリン及びその塩、 1,4 ージクロロー 2 ーニトロベン
ゼン、多層力ーボンナノチューブ(がんその他の重度の健康障害
を労働者に生ずるおそれのあるものとして厚生労働省労働基準局
長が定めるものに限る。)並びに 1ーブロモブタン又はこれらを
その重量の 1パーセントを超えて含有するもの(以下「2ーアミ
ノー 4 ークロロフェノーノレ等」という。)を製造し、又は取り扱
う業務に係る作業環境測定を除く。)を行ったときは、当該測定
結果の評価を行い、その結果に基づき施設、設備、作業工程及び
作業方法等の点検を行うこと。(略)

ウ(略)

(略)

5 ~ 6

(106-91-2)並びにメチノレイソブチノレケトン(108-10.D をいう。
(以下略)

7 危険有害性等の表示及び譲渡提供時の文書交付にっいて
(1)対象物質等のうち、労働安全衛生法第 57条及び第 57条の2の

規定の対象となるもの(以下「表示・通知対象物」という。)を
譲渡し、又は提供する場合は、これらの規定に基づき、容器又は
包装に名称等の表示を行うとともに、相手方に安全データシート
(以下「SDS」という。)の交付等により名称等を通知すること。

(略)

3

4 作業環境測定にっいて

( 1)・(2)(略)

(3)対象物質等を製造し、又は取り扱う業務にっいては、次の措置
を講ずること。

ア屋内作業場にっいて、対象物質(メタクリル酸2 3ーエポキ

(略)

シプロピルを除く。)の空気中における濃度を定期的に測定する
こと。 なお、測定は作業環境測定士が実施することが望ましい。

測定は6月以内ごとに 1回実施するよう努めること。また、

イ作業環境測定(2 ーアミノー 4 ークロロフェノーノレ、アントラ
セン、キノリン及びその塩、 1,4 ージクロロー 2 ーニトロベン
ゼン、多層力ーボンナノチューブ(がんその他の重度の健康障害
を労働者に生ずるおそれのあるものとして厚生労働省労働基準局
長が定めるものに限る。)、 1 ーブロモブタン並ぴにメタクリル
酸2 3ーエポキシプロピル又はこれらをその重量の 1パーセン
トを超えて含有するもの(以下「2 ーアミ 4ークロロフェノ

ール等」という。)を製造し、又は取り扱う業務に係る作業環境
測定を除く。)を行ったときは、当該測定結果の評価を行い、そ
の結果に基づき施設、設備、作業工程及び作業方法等の点検を行
うこと。(略)

ウ(略)

5 ~ 6

7 危険有害性等の表示及び譲渡提供時の文書交付にっいて
(1)対象物質等のうち、労働安全衛生法第 57条及び第57条の2の

規定の対象となるもの(以下「表示・通知対象物」という。)を
譲渡し、又は提供する場合は、とれらの規定に基づき、容器又は
包装に名称等の表示を行うとともに、相手方に安全データシート
(以下「SDS」という。)の交付等により名称等を通知すること。

(略)



また、 SDS の交付等により表示・通知対象物の名称等を通知され
た場合は、同法第 101条第'生項の規定に基づき、通知された事項
を作業場に掲示する等により労働者に周知すること。(略)

2 )(削る)

(2)対象物質等のうち、上記(1)以外のもの(以下「表示.通知
努力義務対象物」という。)を譲渡し、又は提供する場合は、
働安全衛生規則(昭口47 '令 32口第24条の14及び

24条の 15 並びに表示・通知促進指針第2条第1項及び第3条
1項の規定に基づき、容器又は包装に名称等の表示を行うとと

もに、相手方に SDS の交付等により名称等を通知すること。(以
下略)

また、 SDS の交付等により表示・通知対象物の名称等を通知され
た場合は、同法第 101条第三項の規定に基づき、通知された事項
を作業場に掲示する等により労働者に周知すること。(略)

(2)、物の'ち全了生法 57 の2のの、
となるの同法 57条の定の対となるものをく P下
「通知対象物という)をし又は提供する場△は同法
57 の2の定に基づき R手方にSDSの交付等により,

等を通知するととまた、 SDS の交付等にょり通知対象物の
等を通知された.△は同法 101 2 の定にづき通
知された事項を 日に る等により刀丈 に周知ると

さらに通知対物を・し若しくは提する.合又は労と

者(通知、象物を'造し又は入る事者の労者を
む)に通知、 りわせる"△は 全'、

ノ、^047 32 24 の14の又は表示.'知
進 4 1項の定に基づき容゜又は包'に称等の表
示を行'ことこのほか' 通知対象物を"止し又は'
入る事の をいう P 下(2)において同じに通
知、 を取りわせる.△は表二.知 4 5

項 5条 1項の定に基づき、 SDS を乍 るとともに、
その氾事項を乍場に示る等により に周知るこ
と。

(3)対象物質等のうち、上記(1)及び(2)以外のもの(以下「表
示'通知努力義務対象物」という。)を譲渡し、又は提供する場
合は、労働安全衛生規則第24条の 14及び第24条の 15 並ぴに表
示'通知促進指針第2条第1項及び第3条第1項の規定に基づ
き、容器又は包装に名称等の表示を行うとともに、相手方に SDS
の交付等により名称等を通知すること。(以下略)



労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質

による健康障害を防止するための指針

平成24年10月10日付け健康障害を防止するための指針公示第23号

改正平成25年10月1日付け健康障害を防止するための指針公示第24号

改正平成26年10月31日付け健康障害を防止するための指針公示第25号

改正平成28年3月31日付け健康障害を防止するための指針公示第26号

改正令和2年2月7日付け健康障害を防止するための指針公示第27号

労働安全衛生法(昭和47年法律第57号)第28条第3項の規定に基づき、厚生労働大臣

が定める化学物質による労働者の健康障害を防止するための指針を次のとおり公表する。

趣旨

この指針は、労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学

物質(以下「対象物質」という。)又は対象物質を含有する物(対象物質の含有量が重量

の1パーセント以下のものを除く。以下「対象物質等」という。)を製造し、又は取り扱

う業務に関し、対象物質による労働者の健康障害の防止に資するため、その製造取扱い

等に際し、事業者が講ずべき措置にっいて定めたものである。

2 対象物質(CAS登録番号)

この指針において、対象物質(CAS登録番号)は、アクリル酸メチル四6-33-3)、アク

ロレイン a07-02-8)、 2 ーアミノー 4 ークロロフェノーノレ四5-85-2)、アントラセン(120-

12-フ)、エチノレベンゼン(100-41-4)、 2,3 ーエポキシー 1 ープロパノーノレ(556-52-5)、

塩化アリノレ(107-05-D、オノレトーフェニレンジアミン及びその塩(95-54-5 ほ力→、キノ

リン及びその塩(91-22-5 ほ力り、 1ークロロー 2 ーニトロベンゼン(88-73-3)、クロロホ^

ノレム(67-66-3)、酢酸ビニノレ(108-05-4)、四塩イヒ炭素(56-23-5)、 1,4 ージオキサン,

a23-91-D、 1,2 ージクロロエタン(別名二塩イヒエチレン)(107-06-2)、 1,4 ージ,

クロロー 2 ーニトロベンゼン(89-61-2)、 2,4 ージクロロー 1 トロベンゼン(6H-^

06-3)、 1,2 ージクロロプロパン(78-87-5)、ジクロロメタン(別名二塩化メチレン)

(75-09-2)、 N, Nージメチノレアセトアミド(127-19-5)、ジメチノレー 2,2 ージクロロ

ビニルホスフェイト偶11名DDVP)(62-73-フ)、 N, Nージメチルホルムアミド(68-12-

2)、スチレン aoo-42-5)、 4 ーターシャリーブチノレカテコーノレ(98-29-3)、多層力ーボン

ナノチューブ(がんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのあるものとして

厚生労働省労働基準局長が定めるものに限る。)、 1,1,2,2ーテトラクロロエタン

偶11名四塩化アセチレン)(79-34-5)、テトラクロロエチレン偶リ名パークロルエチレン)

(127-18-4)、 1,1,1 ートリクロノレエタン(71-55-6)、トリクロロエチレン(79-01-

別添2



6)、ノノレマノレーブチノレー 2,3 ーエポキシプロピノレエーテノレ(2426-08一田、パラージクロ

ノレベンゼン(106-46-フ)、パラーニトロアニソーノレ(100'17-4)、パラーニトロクロノレベン

ゼン(100-00-5)、ヒドラジン及びその塩並びにヒドラジンー水和物(302-01-2、7803-57ー

8 ほ力り、ビフェニル四2-52-4)、 2 ーブテナーノレ(123-73-9、 4170-30-3 及び 15798-64-

8)、 1 ーブロモー 3 ークロロプロノぐン(109-70-6)、 1 ーブロモブタン(109-65-9)、メタ

クリノレ酸2,3 ーエポキシプロピノレ(106-91-2)並びにメチルイソブチルケトン a08-10-

D をいう。

なお、CAS 登録番号とは、米国化学会の一部門である CAS(chomical AbstTacts seTvice)

が運営・管理する化学物質登録システムから付与される固有の数値識別番号をいい、オル

トーフェニレンジアミン及びその塩、キノリン及びその塩並びにヒドラジン及びその塩

並びにヒドラジンー水和物については、その代表的なもののみを例示している。

3 対象物質へのばく露を低減するための措置について

(1) N, Nージメチノレホノレムアミド及び1,1,1ートリクロノレエタン(以下「N, N-

ジメチルホルムアミドほか1物質」という。)又はこれらのいずれかをその重量の1パ

ーセントを超えて含有するもののうち、有機溶剤中毒予防規則(昭和47年労働省令第

36号。以下「有機貝リ」という。)第1条第1項第1号に規定する有機溶剤の含有量がそ

の重量の5パーセントを超えるもの(以下「N, Nージメチルホノレムアミド等」という。)

を製造し、又は取り扱う業務のうち、有機則第1条第1項第6号に規定する有機溶剤業

務(以下「N, Nージメチノレホノレムアミド等有機溶剤業務」という。)については、労

働者のN, Nージメチルホノレムアミドほか1物質へのばく露の低減を図るため、設備の

密閉化、局所排気装置の設置等既に有機則において定める措置のほか、次の措置を講ず

ること。

ア事業場におけるN, Nージメチルホルムアミド等の製造量、取扱量、作業の頻度、

作業時間、作業の態様等を勘案し、必要に応じ、次に掲げる作業環境管理に係る措置、

作業管理に係る措置その他必要な措置を講ずること。

(ア)作業環境管理

①使用条件等の変更

②作業工程の改善

(イ)作業管理

①労働者がN, Nージメチルホルムアミドほか1物質にばく露しないような作

業位置、作業姿勢又は作業方法の選択

②呼吸用保護具、不浸透性の保護衣、保護手袋等の保護具の使用

③ N, Nージメチルホルムアミドほか1物質にばく露される時間の短縮

イ N, Nージメチルホルムアミド等を作業場外へ排出する場合は、当該物質を含有す

る排気、排液等による事業場の汚染の防止を図ること。



ウ保護具にっいては、同時に就業する労働者の人数分以上を備え付け常時有効かっ

清潔に保持すること。また、労働者に送気マスクを使用させたときは、清浄な空気の

取り入れが可能となるよう吸気口の位置を選定し、当該労働者が有害な空気を吸入

しないように措置すること。

工次の事項に係る基準を定め、これに基づき作業させること。

(ア)設備、装置等の操作、調整及び点検

(イ)異常な事態が発生した場合における応急の措置

(ウ)保護具の使用

(2)パラーニトロクロノレベンゼン又はパラーニトロクロノレベンゼンをその重量の5パー

セントを超えて含有するもの(以下「パラーニトロクロルベンゼン等」という。)を製

造し、又は取り扱う業務(以下「パラーニトロクロノレベンゼン製造・取扱い業務」とい

う。)にっいては、労働者のパラーニトロクロノレベンゼンへのばく露の低減を図るため、

設備の密閉化、局所排気装置の設置等既に特定化学物質障害予防規則(昭和47年労働

省令第39号。以下「特化則」という。)において定める措置のほか、次の措置を講ずる

こと。

ア事業場におけるパラーニトロクロルベンゼン等の製造量、取扱量、作業の頻度、作

業時間、作業の態様等を勘案し、必要に応じ、次に掲げる作業環境管理に係る措置、

作業管理に係る措置その他必要な措置を講ずること。

(ア)作業環境管理

①使用条件等の変更

②作業工程の改善

(イ)作業管理

①労働者がパラーニトロクロルベンゼンにばく露しないような作業位置、作業

姿勢又は作業方法の選択

②呼吸用保護具、不浸透性の保護衣、保護手袋等の保護具の使用

③パラーニトロクロルベンゼンにぱく露される時間の短縮

イパラーニトロクロルベンゼン等を作業場外へ排出する場合は、当該物質を含有す

る排気、排液等による事業場の汚染の防止を図ること。

ウ保護具については、同時に就業する労働者の人数分以上を備え付け常時有効かっ

清潔に保持すること。また、労働者に送気マスクを使用させたときは、清浄な空気の

取り入れが可能となるよう吸気口の位置を選定し、当該労働者が有害な空気を吸入

しないように措置するとと。

工次の事項に係る基準を定め、これに基づき作業させること。

(ア)設備、装置等の操作、調整及び点検

(イ)異常な事態が発生した場合における応急の措置

(ウ)保護具の使用



(3)エチノレベンゼン、クロロホノレム、四塩化炭素、 1,4ージオキサン、 1,2 ージクロ

ロエタン、 1,2 ージクロロプロノぐン、ジクロロメタン、ジメチノレー 2,2 ージクロロ

ビニノレホスフェイト、スチレン、 1,1,2,2ーテトラクロロエタン、テトラクロロ

エチレン、トリクロロエチレン及びメチルイソブチノレケトン(以下「エチルベンゼンほ

か12物質」という。)又はエチノレベンゼンほか12物質のいずれかをその重量の1パー

セントを超えて含有するもの(以下「エチルベンゼン等」という。)を製造し、又は取

り扱う業務のうち、特化則第2条の2第1号イに規定するクロロホルム等有機溶剤業

務、同号口に規定するエチノレベンゼン塗装業務、同号ハに規定する1,2ージクロロプ

ロパン洗浄・払拭業務及びジメチノレー2,2ージクロロビニノレホスフェイト又はこれを

その重量の1パーセントを超えて含有する製剤その他の物を成形し、加工し、又は包装

する業務のいずれにも該当しない業務(以下「クロロホルム等特化則適用除外業務」と

いう。)については、労働者のエチノレベンゼンほか 12 物質へのばく露の低減を図るた

め、次の措置を講ずること。

ア事業場におけるエチルベンゼン等の製造量、取扱量、作業の頻度、作業時間、作業

の態様等を勘案し、必要に応じ、危険性又は有害性等の調査等を実施し、その結果に

基づいて、次に掲げる作業環境管理に係る措置、作業管理に係る措置その他必要な措

置を講ずること。

(ア)作業環境管理

①使用条件等の変更

②作業工程の改善

③設備の密閉化

④局所排気装置等の設置

(イ)作業管理

①作業を指揮する者の選任

②労働者がエチルベンゼンほか12物質にばく露しないような作業位置、作業姿

勢又は作業方法の選択

③呼吸用保護具、不浸透性の保護衣、保護手袋等の保護具の使用

④エチルベンゼンほか12物質にばく露される時間の短縮

イ上記アによりばく露を低減するための装置等の設置等を行った場合、次により当

該装置等の管理を行うこと。

(ア)局所排気装置等については、作業が行われている間、適正に稼働させること。

(イ)局所排気装置等については、定期的に保守点検を行うこと。

(ウ)エチルベンゼン等を作業場外へ排出する場合は、当該物質を含有する排気、排液

等による事業場の汚染の防止を図ること。

ウ保護具については、同時に就業する労働者の人数分以上を備え付け、常時有効かつ

清潔に保持すること。また、労働者に送気マスクを使用させたときは、清浄な空気の



取り入れが可能となるよう吸気口の位置を選定し、当該労働者が有害な空気を吸入

しないように措置すること。

工次の事項に係る基準を定め、これに基づき作業させること。

(ア)設備、装置等の操作、調整及び点検

(イ)異常な事態が発生した場合における応急の措置

(ウ)保護具の使用

(4)対象物質等(エチルベンゼン等を除く。(4)及ぴ4 (3)において同じ。)を製造し、

又は取り扱う業務(N, Nージメチルホルムアミド等有機溶剤業務及ぴパラーニトロク

ロルベンゼン製造・取扱い業務を除く。(4)及び4において同じ。)にっいては、労働

者の対象物質(エチルベンゼンほか12物質を除く。(4)及び4 (3)において同じ。)

へのぱく露の低減を図るため、次の措置を講ずること。

ア事業場における対象物質等の製造量、取扱量、作業の頻度、作業時間、作業の態様

等を勘案し、必要に応じ、危険性又は有害性等の調査等を実施し、その結果に基づい

て、次に掲げる作業環境管理に係る措置、作業管理に係る措置その他必要な措置を講
ずること。

(ア)作業環境管理

①使用条件等の変更

②作業工程の改善

③設備の密閉化

④局所排気装置等の設置

(イ)作業管理

①作業を指揮する者の選任

②労働者が対象物質にばく露しないような作業位置、作業姿勢又は作業方法の

選択

③呼吸用保護具、不浸透性の保護衣、保護手袋等の保護具の使用

④対象物質にばく露される時間の短縮

イ上記アによりばく露を低減するための装置等の設置等を行った場合次により当

該装置等の管理を行うこと。

(ア)局所排気装置等にっいては、作業が行われている間、適正に稼働させること。

(イ)局所排気装置等については、定期的に保守点検を行うこと。

(ウ)対象物質等を作業場外へ排出する場合は、当該物質を含有する排気、排液等によ

る事業場の汚染の防止を図ること。

ウ保護具にっいては、同時に就業する労働者の人数分以上を備え付け常時有効かっ

清潔に保持すること。また、労働者に送気マスクを使用させたときは、清浄な空気の

取り入れが可能となるよう吸気口の位置を選定し、当該労働者が有害な空気を吸入

しないように措置するとと。



工次の事項に係る基準を定め、これに基づき作業させる

(ア)設備、装置等の操作、調整及び点検

(イ)異常な事態が発生した場合における応急の措置

(ウ)保護具の使用

4 作業環境測定について

(1) N, Nージメチルホルムアミド等有機溶剤業務については有機則に定めるところによ

り、パラーニトロクロルベンゼン製造・取扱い業務については特化則に定めるところに

より、作業環境測定及び測定の結果の評価を行うこととするほか、作業環境測定の結果

及び結果の評価の記録を30年間保存するよう努めること。

(2)クロロホルム等特化則適用除外業務については、次の措置を講ずること。

ア屋内作業場について、エチルベンゼンほか12物質の空気中における濃度を定期的

に測定すること。なお、測定は作業環境測定士が実施することが望ましい。また、測

定は6月以内ごとに1回実施するよう努めること。

イ作業環境測定を行ったときは、当該測定結果の評価を行い、その結果に基づき施設、

設備、作業工程及び作業方法等の点検を行うこと。これらの点検結果に基づき、必要

に応じて使用条件等の変更、作業工程の改善、作業方法の改善その他作業環境改善の

ための措置を講ずるとともに、呼吸用保護具の着用その他労働者の健康障害を予防す

るため必要な措置を講ずること。

ウ作業環境測定の結果及び結果の評価の記録を30年間保存するよう努めること。

(3)対象物質等を製造し、又は取り扱う業務については、次の措置を講ずること。

ア屋内作業場について、対象物質(アクロレインを除く。)の空気中における濃度を

定期的に測定すること。なお、測定は作業環境測定士が実施することが望ましい。ま

た、測定は6月以内ごとに1回実施するよう努めること。

イ作業環境測定(2ーアミノー4ークロロフェノーノレ、アントラセン、キノリン及び

その塩、 1,4ージクロロー2ーニトロベンゼン、多層力ーボンナノチューブ⑦ミん

その他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのあるものとして厚生労働省労働

基準局長が定めるものに限る。)並びに1ーブロモブタン又はこれらをその重量の1

パーセントを超えて含有するもの(以下「2ーアミノー4ークロロフェノーノレ等」と

いう。)を製造し、又は取り扱う業務に係る作業環境測定を除く。)を行ったときは、

当該測定結果の評価を行い、その結果に基づき施設、設備、作業工程及び作業方法等

の点検を行うこと。これらの点検結果に基づき、必要に応じて使用条件等の変更、作

業工程の改善、作業方法の改善その他作業環境改善のための措置を講ずるとともに、

呼吸用保護具の着用その他労働者の健康障害を予防するため必要な措置を講ずるこ

と。

ウ作業環境測定の結果及び結果の評価の記録(2ーアミノー4ークロロフェノール

6



等を製造し、又は取り扱う業務については、作業環境測定の結果の記録に限る。)を

30年間保存するよう努めること。

5 労働衛生教育について

(1)対象物質等を製造し、又は取り扱う業務(特化則第2条の2第1号イに規定するクロ

ロホルム等有機溶剤業務、同号口に規定するエチルベンゼン塗装業務、同号ハに規定す

る 1,2ージクロロプロパン洗浄・払拭業務及びジメチノレー2,2ージクロロビニノレホ

スフェイト又はこれをその重量の1パーセントを超えて含有する製剤その他の物を成

形し、加工し、又は包装する業務を除く。 6において同じ。)に従事してぃる労働者に

対しては速やかに、また、当該業務に従事させることとなった労働者に対しては従事さ

せる前に、次の事項について労働衛生教育を行うこと。

ア対象物質の性状及び有害性

イ対象物質等を使用する業務

ウ対象物質による健康障害、その予防方法及び応急措置

工局所排気装置その他の対象物質へのばく露を低減するための設備及びそれらの保

守、点検の方法

オ作業環境の状態の把握

力保護具の種類、性能、使用方法及び保守管理

キ関係法令

(2)上記の事項に係る労働衛生教育の時間は総じて4.5時間以上とすること。

労働者の把握について

対象物質等を製造し、又は取り扱う業務に常時従事する労働者にっいて、1月を超えな

い期間ごとに次の事項を記録すること。

(1)労働者の氏名

(2)従事した業務の概要及び当該業務に従事した期間

(3)対象物質により著しく汚染される事態が生じたときは、その概要及び講じた応急措置

の概要

なお、上記の事項の記録は、当該記録を行った日から30年間保存するよう努めること。

7 危険有害性等の表示及び譲渡提供時の文書交付にっいて

(1)対象物質等のうち、労働安全衛生法第 57条及び第57 条の2の規定の対象となるも

の(以下「表示・通知対象物」という。)を譲渡し、又は提供する場合は、これらの規

定に基づき、容器又は包装に名称等の表示を行うとともに、相手方に安全データシート

(以下「SDS」という。)の交付等により名称等を通知すること。また、 SDSの交付等に

より表示・通知対象物の名称等を通知された場合は、同法第101条第4項の規定に基づ



き、通知された事項を作業場に掲示する等により労働者に周知すること。さらに、労働

者(表示・通知対象物を製造し、又は輸入する事業者の労働者を含む。)に表示・通知

対象物を取り扱わせる場合は、化学物質等の危険性又は有害性等の表示又は通知等の

促進に関する指針(平成24年厚生労働省告示第 133 号。以下「表示・通知促進指針」

という。)第4条第1項の規定に基づき、容器又は包装に名称等の表示を行うこと。こ

のほか、労働者(表示・通知対象物を製造し、又は輸入する事業者の労働者をいう。以

下(1)において同じ。)に表示・通知対象物を取り扱わせる場合は、表示・通知促進

指針第4条第5項及び第5条第1項の規定に基づき、SDSを作成するとともに、その記

載事項を作業場に掲示する等により労働者に周知すること。

(2)対象物質等のうち、上記(1)以外のもの(以下「表示・通知努力義務対象物」とい

う。)を譲渡し、又は提供する場合は、労働安全衛生規則(昭和47年労働省令第32号)

第24条の 14及び第24条の 15並びに表示・通知促進指針第2条第1項及び第3条第

1項の規定に基づき、容器又は包装に名称等の表示を行うとともに、相手方にSDSの交

付等により名称等を通知すること。また、労働者(表示・通知努力義務対象物を製造し、

又は取り扱う事業者の労働者を含む。以下同じ。)に表示・通知努力義務対象物を取り

扱わせる場合は、表示・通知促進指針第4条第1項及ぴ第5条第1項の規定に基づき、

容器又は包装に名称等を表示するとともに、譲渡提供者から通知された事項(表示・通

知努力義務対象物を製造し、又は輸入する事業者にあっては、表示・通知促進指針第4

条第5項の規定に基づき作成した SDS の記載事項)を作業場に掲示する等により労働

者に周知すること。



都道府県労働局長殿

「労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による

健康障害を防止するための指針」について

労働安全衛生法(昭和47年法律第57号。以下 N釦という。)第28条第3項に基づき、厚生

労働大臣は、がんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのある化学物質で厚生労働大

臣が定めるものを製造し、又は取り扱う事業者が、当該化学物質による労働者の健康障害を防止

するための指針(労働安全衛生法第 28 条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質

による健康障害を防止するための指針(平成24年10月10日付け健康障害を防止するための指

針公示第23号)。以下「がん原性指針」という。)を公表している。

平成3年に四塩化炭素による健康障害を防止するための指針(平成3年8月26日付け健康障

害を防止するための指針公示第1号)を公示して以来、対象物質ごとにそれぞれ健康障害を防止

するための指針を公示してきたが、平成 23年に塩化アリル等8物質を新たに健康障害を防止す

るための指針の対象とするに当たり、それまでに公示してきた健康障害を防止するための指針を

統合し、労働安全衛生法第 28 条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による健

康障害を防止するための指針(平成23年10月28日付け健康障害を防止するための指針公示第

22号)として公示し、平成24年に労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が

定める化学物質による健康障害を防止するための指針としてすべて改正したものである。

また、がん原性指針は、従来国の試験により発がん性が明らかとなった物質を対象としてぃた

ところであるが、これに加え、特定化学物質障害予防規則(昭和47年労働省令第39号。以下「特

化則」という。)により、一部の業務について発がん性に着目した健康障害防止措置が義務付けら

れている物質について、法令により規制の対象とされなかった業務(健康障害のりスクが低い業

務を除く。)については、所要の措置を講じる必要があり、がん原性指針の対象としてぃるところ

である。

これらを踏まえ、今般、がん原性指針全体に関する留意事項を改めて示すこととするので、下

記に留意の上、事業者及び関係事業者団体等に対して、がん原性指針の普及を図るとともにその

運用に遺漏なきを期されたい。

なお、関係業界団体等に対して別添のとおり周知を図るよう要請を行ったので念のため申し

添える。

おって、本通達をもって別記の通達は廃止する。

基発 0331 第 26 号

平成 28年3月31日

基発 0207 第 2 号

令和2年2月7日

改正

別旅氏 1

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)



第1 全般的事項

1 がん原性指針の対象物質

日本バイオアッセイ研究センターにおける噛乳動物を用いた長期毒性試験の結果から、噛

乳動物にがんを生じさせることが判明した化学物質については、ヒトに対するがん原性は確

定していないものの、労働者が当該物質に長期間ばく露した場合にがんを生ずる可能性が否

定できないことから、がん原性指針の対象としてきたところである。一方、特化則により、

一部の業務について発がん性に着目した健康障害防止措置が義務付けられている物質につい

ては、法令により規制の対象とされなかった業務においても所要の措置を講じる必要が生じ

たため、がん原性指針の対象としているところである。

2 がん原性指針の対象となる業務等

がん原性指針は、原則として、法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学

物質(以下「対象物質」という。)又はこれらをその重量の1パーセントを超えて含有するも

の(以下「対象物質等」という。)を製造し、又は取り扱う業務のうち特化則により発がん性

に着目した規制が設けられていないものを対象とするが、がん原性指針に規定する措置のう

ち3から7までについては、次の点に留意が必要であること。なお、がん原性指針3から7

までの適用にっいては、卿絲氏1を参照すること。

(1)がん原性指針3 (対象物質へのばく露を低減するための措置について)関係

対象物質へのばく露を低減するための措置は、特化則や有機溶剤中毒予防規則佃召和47

年労働省令第36号。以下「有機則」という。)に規定する措置と重複しないこととする必

要があることから、重複の仕方に応じて対象物質等の製造・取扱業務を次の4つのグルー

プに分け、それぞれについて措置を規定したものである。

ア対象物質のうち、労働安全衛生法施行令(昭和 47年政令第 318 号。以下「令」とい

う。)別表第6の2の有機溶剤に該当する 1,1,1ートリクロロエタン及びN, Nージ

メチルホルムアミド(以下「有機則対象物質」という。)又は対象物質等のうち、有機則

対象物質を含有し、かつ、有機則第1条第2号の有機溶剤含有物に該当するもの(以下

「有機則対象物質等」という。)に係る有機則第1条第1項第6号に規定する有機溶剤業

務

イ令別表第3に規定する特定化学物質であるパラーニトロクロルベンゼン又はこれをそ

の重量の5パーセントを超えて含有するもの(以下「パラーニトロクロルベンゼン等」

という。)の製造・取扱業務(以下「パラーニトロクロルベンゼン製造・取扱業務」とい

う。)

ウ令別表第3に規定する特定化学物質に該当する対象物質(パラーニトロクロルベンゼ

ンを除く。)であって、これを製造し、若しくは取り扱う業務のうち、一定の業務につい

てのみ特化則が適用されるもの(以下「特化則一部対象物質」という。)又はこれをその

重量の1パーセントを超えて含有するもの(以下「特化則一部対象物質等」という。)に

係る、当該一定の業務に該当しない業務(以下「エチルベンゼン等特化則適用除外業務」

という。)



工対象物質等(上記ウの業務の対象となる対象物質等を除く。)の製造・取扱業務のうち、

上記ア及ぴイ以外の業務にれには、有機則対象物質等に係る有機溶剤業務以外の製造.

取扱業務及びパラーニトロクロノレベンゼンを重量の1パーセントを超え5パーセント以

下含有するものの製造・取扱業務が含まれる。)

(2)がん原性指針4 (作業環境測定について)関係

作業環境測定、測定結果の評価等に関して、(1)と同様の趣旨から、対象物質等の製造.

取扱業務を次の3つのグループに分け、それぞれについて措置を規定したものである。

ア上記(1)ア及びイの業務

イ上記(1)ウの業務

ウ上記(1)工の業務なお、当該業務のうち、 2ーアミノー4ークロロフェノーノレ、

アントラセン、キノリン及びその塩、 1,4ージクロロー2ーニトロベンゼン、多層力

ーボンナノチューブ⑦ミんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのあるもの

として厚生労働省労働基準局長が定めるものに限る。)並びに1ーブロモブタン又はこれ

らをその重量の1パーセントを超えて含有,、るものの製造・取扱業務にっいては、作業

環境測定の実施を規定しているが、結果の評価を行うための指標となる値を定めてぃな

いため、結果の評価等については規定していない。

(3)がん原性指針5 (労働衛生教育について)及び6 (労働者の把握にっいて)関係

対象物質等を製造し、又は取り扱う業務のうち、特化則の対象となる業務にっいては、

これらの項目の対象から除外したものである。なお、特化則適用業務においても労働安全

衛生規則(昭和47年労働省令第32号。以下"安衛則」という。)第4章に基づく安全衛生

教育が必要であることに留意すること。

(4)がん原性指針7 (危険有害性等の表示及び譲渡提供時の文書交付にっいて)関係

危険有害性等の表示及び譲渡提供時の文書交付について、法により義務が課せられてぃ

るかどうかにより対象物質等を次の2つのグループに分けた上でそれぞれにっいて措置

を規定したものである。

なお、「オルトーフェニレンジアミン及びその塩」及び「ヒドラジン及びその塩並びにヒ

ドラジンー水和物」については、塩であるか否かにより異なるグノレープに分かれるので留

意すること。

ア危険有害性等の表示及び譲渡提供時の文書交付のいずれにっいても法により義務とさ

れているもの(表示・通知対象物)

表示・通知対象物は、アクリノレ酸メチノレ、アクロレイン、エチルベンゼン、 2,3ーエ

ポキシー 1ープロパノーノレ、塩化アリノレ、オノレトーフェニレンジアミン、クロロホノレム、

酢酸ビニノレ、四塩化炭素、 1,4ージオキサン、 1,2ージクロロエタン、 1,2ージク

ロロプロパン、ジクロロメタン、 N, Nージメチノレアセトアミド、ジメチノレー 2,2 -

ジクロロビニノレホスフェイト、 N, Nージメチノレホノレムアミド、スチレン、 1,1,2,

2 ーテトラクロロエタン、テトラクロロエチレン、 1,1,1ートリクロノレエタン、ト

リクロロエチレン、ノノレマノレーブチノレー 2,3ーエポキシプロピノレエーテノレ、パラージ

クロノレベンゼン、パラーニトロクロノレベンゼン、ヒドラジン及びヒドラジンー水和物、

ビフェニノレ、 2ープテナーノレ並びにメチノレイソブチノレケトンであること。



イ危険有害性等の表示及び譲渡提供時の文書交付のいずれについても安衛則第 24 条の

15の規定により努力義務とされているもの(表示・通知努力義務対象物)

表示・通知努力義務対象物は、 2ーアミノー4ークロロフェノーノレ、アントラセン、

オノレトーフェニレンジアミンの塩、キノリン及びその塩、 1ークロロー2ーニトロベン

トロベンゼゼン、 1,4ージクロロー 2 ーニトロベンゼン、 2,4ージクロロー 1

ン、 4ーターシャリーブチノレカテコーノレ、多層力ーボンナノチューブ(がんその他の重

度の健康障害を労働者に生ずるおそれのあるものとして厚生労働省労働基準局長が定め

るものに限る。)、パラーニトロアニソーノレ、ヒドラジンの塩、 1ーブロモー 3ークロロ

プロパン、1ーブロモブタン並びにメタクリノレ酸2,3ーエポキシプロピノレであること。

また、がん原性指針7で規定している措置には、法又は安衛則の規定に基づく表示、

通知等の措置に加え、化学物質等の危険性又は有害性等の表示又は通知等の促進に関す

る指針(平成24年厚生労働省告示第133号)の規定に基づく、労働者(安衛則第24条

の14の危険有害化学物質等を製造し、又は輸入する事業者の労働者を含む。)に当該物

を取り扱わせる場合に事業者が行うべき表示、通知等の措置が含まれること。

第2 細部事項

1 がん原性指針3 (1)関係

有機則が適用される業務にあっては、設備の密閉化、局所排気装置の設置等有機則に定め

るばく露低減措置を講ずる必要があるが、これに加えてがん原性指針に定める措置を講ずる

ことによって、有機則対象物質へのばく露を低減させる趣旨であること。これらの措置につ

いては、有機貝1」においては特段の規定を設けていないが、有機則対象物質へのばく露を低減

させるために有効とされる措置であり、有機則対象物質がヒトに対するがん原性を示す可能

性があることを踏まえ講ずることとしている。

(1)がん原性指針3 (1)ア関係

労働者の有機則対象物質へのばく露の低減を図るため、事業場における有機則対象物質

等の製造又は取扱量、作業の頻度、作業時間、作業の態様等を総合的に勘案し、がん原性

指針3 (1)アに掲げる項目の中から当該事業場において適切な措置を講ずることとした

ものであり、がん原性指針3 (1)アに掲げるすべての項目について措置を講ずることを

求める趣旨ではないこと。例えば、有機則適用業務であるため既に局所排気装置の設置を

してぃる場合に、更に有機則対象物質へのばく露の低減を図るために、作業方法の改善及

び保護具の利用を効果的に行う等の措置を講ずることは、がん原性指針の趣旨に沿うもの

であること。

なお、「その他必要な措置」には、より有害性の低い代替物質への変更、隔離室での遠隔

操作等が含まれること。また(ア)①「使用条件等の変更」には、使用温度の適正化等があ

ること。

(2)がん原性指針3 (1)イ関係

有機則対象物質を含有する排気、排液等の作業場外への排出に当たっては、事業場の汚

染による労働者の健康障害の防止はもちろん、付近一体の汚染の防止に対しても配慮する

ことを示したものであること。



(3)がん原性指針3 (1)工関係

設備、装置等の操作、調整及び点検、異常な事態が発生した場合の措置、保護具の使用

等についての作業基準を作成し、これを労働者に遵守させることによって、より効果的に

ばく露の低減化を図ることを目的としたものであること。

2 がん原性指針3 (2)関係

特化則が適用される業務については、設備の密閉化、局所排気装置の設置等特化則に定め

るばく露低減措置を講ずる必要があるが、これに加えてがん原性指針に定める措置を講ずる

ことによって、パラーニトロクロノレベンゼンへのばく露を低減させる趣旨であること。これ

らの措置については、特化則において特段の規定を設けていないが、パラーニトロクロノレベ

ンゼンへのばく露を低減させるために有効な措置であり、パラーニトロクロノレベンゼンがヒ

トに対するがん原性を示す可能性があることを踏まえ講ずることどしている。

(1)がん原性指針3 (2)ア関係

労働者のパラーニトロクロノレベンゼンへのぱく露の低減を図るため、事業場におけるパ

ラーニトロクロルベンゼン等の製造又は取扱量、作業の頻度、作業時間、作業の態様等を

総合的に勘案し、がん原性指針3 (2)アに掲げる項目の中から当該事業場において適切

な措置を講ずることとしたものであり、がん原性指針3 (2)アに掲げるすべての項目に

ついて措置を講ずることを求める趣旨ではないこと。例えば、特化則適用業務であるため

既に局所排気装置の設置をしている場合に、更にパラーニトロクロルベンゼンへのぱく露

の低減を図るため、作業方法を改善し、あるいは作業位置を工夫する等の措置を講ずるこ

とは、がん原性指針の趣旨に沿うものであること。

なお、がん原性指針3 (2)ア(ア)①「使用条件等の変更」には、パラーニトロクロル

ベンゼン等の湿潤化等があること。

(2)がん原性指針3 (2)イ関係

上記1 (2)と同様の趣旨であること。

(3)がん原性指針3 (2)工関係

上記1 (3)と同様の趣旨であること。

3 がん原性指針3 (3)関係

(1)が・ん原性指針3 (3)ア関係

労働者の特化則一部対象物質へのばく露の低減を図るため、事業場における特化則一部

対象物質等の製造又は取扱量、作業の頻度、作業時間、作業の態様等を総合的に勘案し、

がん原性指針3 (3)アに掲げる項目の中から当該事業場において適切な措置を講ずるこ

ととしたものであり、がん原性指針3 (3)アに掲げるすべての項目について措置を講ず

ることを求める趣旨ではないこと。例えば、1日のうち、特化則一部対象物質にばく露する

時間が極めて短時間である等の理由によって、設備の密閉化あるいは局所排気装置の設置

が必ずしも現実的でない場合においては、作業方法の改善及び保護具の使用を効果的に行

い、特化則一部対象物質へのばく露の低減を図る等の措置を講ずることで足りるものであ

ること。

なお、「その他必要な措置」には、より有害性の少ない代替物質への変更、隔籬室での遠

隔作業等が含まれること。また、がん原性指針3 (3)ア(ア)①「使用条件等の変更」に



は、使用温度の適正化等が、同④「局所排気装置等」には局所排気装置のほか、プッシュ

プル型換気装置及び全体換気装置が含まれること。

(2)がん原性指針3 (3)ア(イ)③関係

特化則一部対象物質に対応する保護具は、特化則第 43 条に規定する呼吸用保護具及び

第44条に基づく保護衣等並びに第謁条の8の規定により準用する有機則第32条及び第

認条に規定する呼吸用保護具等に準じたものとすること。

(3)がん原性指針3 (3)イ(ウ)関係

上記1 (2)と同様の趣旨であること。

(4)がん原性指針3 (3)工関係

上記1 (3)と同様の趣旨であること。

4 がん原性指針3 (4)関係

(1)がん原性指針3 (4)ア関係

労働者の対象物質(特化則一部対象物質を除く。以下4において同じ。)へのばく露の低

減を図るため、事業場における対象物質の製造量、取扱量、作業の頻度、作業時間、作業

の態様等を総合的に勘案し、がん原性指針3 (3)アに掲げる項目の中から当該事業場に

おいて適切な措置を講ずることとしたものであり、がん原性指針3 (4)アに掲げるすべ

ての項目について措置を講ずることを求める趣旨ではないこと。

(2)がん原性指針3 (4)ア(イ)③関係

対象物質のうち、アクリノレ酸メチノレ、アクロレイン、 2ーアミノー4ークロロフェノー

ノレ、塩化アリノレ、オノレトーフェニレンジアミン及びその塩、 1ークロロー2ーニトロベン

ゼン、 2,4ージクロロー 1 トロベンゼン、 N, Nージメチノレアセトアミド、多層力

ーボンナノチューブ(がんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのあるものと

して厚生労働省労働基準局長が定めるものに限る。)、ノノレマルーブチノレー2,3ーエポキ

シプロピノレエーテノレ、パラーニトロアニソーノレ、 1ーブロモー3ークロロプロパン、 1

ブロモブタン及びメタクリル酸2,3ーエポキシプロピルに対応する保護具は別紙2に示

したとおりであること。

(3)がん原性指針3 (4)イ(ウ)関係

上記1 (2)と同様の趣旨であること。

(4)がん原性指針3 (4)工関係

上記1 (3)と同様の趣旨であること。

5 がん原性指針4 (1)関係

有機則においては有機則対象物質等に係る作業環境測定の結果及びその評価の記録を3年

間保存しなければならないこととされており、特化則においてはパラーニトロクロルベンゼ

ン等に係る作業環境測定の結果及びその評価の記録を原則として3年間保存しなければなら

ないこととされているが、がん原性指針においてはこれらの物質に係る作業環境測定の結果

及びその評価の結果を記録し、これを30年間保存することとした。これは、有機則対象物質

及びパラーニトロクロルベンゼンのヒトに対するがん原性については現時点では評価が確定

してはいないものの、その可能性があることから、がん等の遅発性の健康障害は、そのばく

露状況を長期間にわたって把握する必要があることを考慮し、特定化学物質障害予防規則の



特別管理物質に係る作業の記録の保存の規定にならったものであること。

また、同様の趣旨から、有機則対象物質及びパラーニトロクロノレベンゼンにっいてそのが

ん原性に着目した作業環境管理を行う必要があることから、がん原性指針の対象となる作業

場については、作業環境評価基準(昭和63年労働省告示第79号)第2条の第1管理区分を

維持するよう指導すること。

6 がん原性指針4 (2)関係

上記5と同様の趣旨から、特化則の特別管理物質に係る作業の記録の保存の規定にならっ

て、エチルベンゼン等特化則適用除外業務に係る作業環境測定の結果及ぴ結果の評価の記録

を30年間保存することとしたこと。また、上記5と同様に、第1管理区分を維持するよう指

導すること。

なお、 4 (2)イの「その他労働者の健康障害を予防するため必要な措置」には、産業医等

が作業環境測定の評価の結果に基づいて必要と認めたときに行う健康診断、労働者の就業場

所の変更等があること。

7 がん原性指針4 (3)関係

(1)がん原性指針4 (3)ア関係

対象物質(第1の2 (1)工の業務の対象となる物質に限る。 7において同じ。)を製造

し、又は取り扱う業務の作業環境測定にっいては、作業環境測定基準(昭和51年労働省告

示第46号)に定める方法に準じ、次のように行うこと。

ア対象物質の試料の採取方法及び分析方法は、呂1採氏3に掲げるもの又はこれと同等以上

の性能を有するものによること。

イ測定点は、単位作業場所(当該作業場の区域のうち、労働者の作業中の行動範囲、有

害物の分布等の状況等に基づき定められる作業環境測定のための区域をいう。以下同じ。)

の床面上に6メートル以下の等間隔で引いた縦の線と横の線との交点の床上 50 センチ

メートル以上150センチメートル以下の位置(設備等があって測定が著しく困難な位置

を除く。)とすること。

ただし、単位作業場所における空気中の測定対象物の濃度がほぽ均一であることが明

らかなときは、測定点に係る交点は、当該単位作業場所の床面上に6メートルを超える

等間隔で引いた縦の線と横の線との交点とすることができること。

ウ上記イの規定にかかわらず、上記イの規定により測定点が5に満たないこととなる場

合にあっても、測定点は、単位場所について5以上とすること。

ただし、単位作業場所が著しく狭い場合であって、当該単位作業場所における測定対

象物の濃度がほぽ均一であることが明らかな場合は、この限りでないこと。

工測定は、作業が定常的に行われている時間に行うこと。

オ対象物質の蒸気の発散源に近接する場所において作業が行われる単位作業場所にあっ

ては、上記イから工による測定のほか、当該作業が行われる時間のうち、空気中の測定

対象物の濃度が最も高くなると思われる時間に、当該作業が行われる位置において測定

を行うこと。

カーの測定点における試料空気の採取時間は、10分以上の継続した時間とすること。

(2)がん原性指針4 (3)イ関係



ア測定結果の評価に当たっては、作業環境評価基準に準じ、単位作業場所ごとに次のよ

うに評価を行うこと。

(ア)上記(1)のイから工による測定(以下「A 測定」という。)のみを行った場合は、

評価値を作業環境測定結果を評価するための指標となる値(以下「評価指標」という。

対象物質の評価指標は、呂1採氏3に示すとおりとする。)と比較すること。評価値は、次

の式により計算するものとする。

(イ) A測定及び上記(1)のオによる測定(以下鳴測定」という。)を行った場合は、

評価値及びB測定の測定値(2以上の測定点において測定を実施した場合はその最大

値)を評価指標と比較すること。

(ウ)測定する機器については、評価指標の 10分の1まで精度よく測定できるものを使用

すること。

(エ)測定対象物の濃度が当該測定で採用した試料採取方法及び分析方法によって求めら

れる定量下限の値に満たない単位作業場所にあっては、当該定量下限の値を当該測定

点における測定値とみなすこと。

(オ)測定値が評価指標の10分の1に満たない場合には、評価指標の 10分の1を当該測

定点における測定値とみなすことができること。

イ対象物質については、人に対するがん原性については現時点では評価が確定していな

いものの、その可能性があることに着目した作業環境管理を行う必要があること。

このため、別紙3に示すACGIHのTLV・TWA及び日本産業衛生学会の許容濃度を常

に下回ることとなるよう管理を維持するよう努めること。

なお、「その他労働者の健康障害を予防するため必要な措置」は、上記6と同様の趣旨

であること。

(3)がん原性指針4 (3)ウ関係

上記5と同様の趣旨から、特化則の特別管理物質に係る作業の記録の保存の規定になら

つて、作業環境測定の結果の記録を30年間保存するものとしたこと。

8 がん原性指針5関係

本教育は作業の変更がない限り繰り返し行う必要はないこと。

有機則対象物質に関し、有機則適用業務にあっては、昭和59年6月29日付け基発第認7

号「有機溶剤業務従事者に対する労働衛生教育の推進について」により法第卵条第3項に規

定する特別教育に準じた教育を行うこととされているが、有機則対象物質の有害性にかんが

み、がん原性指針の適用となる有機則適用業務以外の業務に従事する労働者に対しても、適

切な教育を行うことが必要であることを考慮したものであること。なお、また、有機則適用

10gEA = 10gM +1.645Υ10g2σ+0.084
EA、 M及びσは、それぞれ次の値を表すものとする。

EA:評価値

M:A測定の測定値の幾何平均値

σ:A測定の測定値の幾何標準偏差



業務において既に上記通達による教育を実施している場合は、重ねてがん原性指針による教

育を実施する必要はないこと。

9 がん原性指針6関係

労働者の氏名等の記録を30年間保存することとしたのは、 5と同様の趣旨であること。

10 がん原性指針対象各物質に係る留意事項

(1)エチルベンゼン

エチルベンゼンについては、ガソリン等の燃料油にも含有されてぃるが、りスク評価の

結果、給油等の業務はばく露りスクが低いとされたことから、「ガソリンスタンド等におけ

る取扱業務」にっいては、がん原性指針に基づく措置の対象業務には含まれないとと。た

だし、エチルベンゼンに係る危険有害性等の表示及び譲渡提供時の文書交付は、法により

義務とされていることから、当該業務においても、 2 (4)アに示すがん原性指針7 (1)

に規定する措置を講じなければならないこと。

(2)酢酸ビニル

がん原性指針における酢酸ビニノレは、いわゆる酢酸ビニノレモノマーの意であり、酢酸ビ

ニル樹脂等酢酸ビニルを重合させたものは、酢酸ビニルには該当しないこと。しかしなが

ら、これら重合物についても、酢酸ビニノレの含有量がその重量の1パーセントを超えるも

のはがん原性指針の対象となることに留意すること。

(3) 1,4ージオキサン

1,4ージオキサンは皮浸透性が強く、直接触れた場合に皮膚を通して体内に吸収さ

れること、また、眼、粘膜、皮膚等に付着した場合も刺激性を有することが知られてぃる

ので、これらの点にっいても配慮が必要であること。また、水への溶解性が高く、一度混

合すると水と分離しにくい性質があり、 1,4ージオキサンを含む廃水の処理及ぴ1,4

ージオキサンの混和した水の取扱い等の際にも1,4ージオキサンにばく露するおそれが

あること。

さらに、機械部品の洗浄等に広く使用されている第2種有機溶剤の1,1,1ートリク

ロノレエタンには、数パーセント程度の1,4ージオキサンが安定剤として添加されてぃる

ことが多いので、 1,1,1ートリクロルエタンを使用する事業者に対しても 1,4 ージ

オキサンの存在の有無,及びその含有率をチェック1-,適切な管理を行うよう指導すること。
(4) N,Nージメチルアセトアミド

N,Nージメチルアセトアミドは経皮吸収による健康障害が懸念される物質であるため、

これを考慮して不浸透性の保護衣の使用等の対策を講じることが望ましいこと。

(5)多層力ーボンナノチューブ(がんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのあ

るものとして厚生労働省労働基準局長が定めるものに限る。)

がん原性指針対象となる多層力ーボンナノチューブは、平成 28年3月31日付け基発

0331第25号「「労働安全衛生法第28条第3項の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学

物質による健康障害を防止するための指針の一部を改正する指針」の周知にっいて」にお

いて示したとおり、啼乳動物を用いた長期毒性試験で発がん性が確認された、株式会社物

産ナノテク研究所、ナノカーボンテクノロジーズ株式会社又は保士谷化学工業株式会社が

製造した、 MWNT7 (ナノサイズ(直径で概ね10onm以下)のものに限る。以下同じ。)



及びNT・7K (以下「MWNT7等」という。)であり、入fwN'P7等及びこれらを1%を超

えて含有する物(以下「入NNf・7等含有物等」という。)については、がん原性指針に基

づく措置が必要となるが、入伽NT7等をナノサイズ(直径で概ね100ηm以下)を超える

粒径に造粒したもの又は入NNT・7等が樹脂等の固体に練り込まれている状態のもの等を

取り扱う場合であって、労働者が入則NP7等にばく露するおそれがないときは、がん原

性指針に基づく措置は要しないこと。ただし、これらを粉砕する等により、労働者に

MWNT7等へのばく露のおそれがある業務については、がん原性指針に基づく措置が必要

となること。

なお、八則NT・7等は、炭素製品又は炭素原料の一種であることから、 MWN予7等を製

造し、又は取り扱う業務のうち一部の業務については、粉じん障害防止規則(昭和融年労

働省令第18号。以下「粉じん則」という。)別表第1に規定する「粉じん作業」及びじん

肺法施行規則(昭和35年労働省令第6号。以下「じん肺則」という。)別表に規定する「粉

じん作業」に該当するため、粉じん則及びじん肺則に定められた措置が必要になること。

さらに、「ナノマテリアルに対するばく露防止のための予防的対応について(平成21年3

月31日付け基発第0訟10玲号)」に示すところの、ばく露防止対策等(外部への汚染防止

や、爆発火災防止対策を含む。)にも引き続き留意すること。

第3 物理化学的性質に関する参考資料

対象物質に関する物理化学的性質に関する情報にっいては、多層力ーボンナノチューブ(が

んその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれのあるものとして厚生労働省労働基準局長

が定めるものに限る。)を除き、厚生労働省ウェブサイト「職場のあんぜんサイト」のGHS対

応モデルラベノレ・モデノレSDS情報を参照されたい。

なお、多層力ーボンナノチューブ(がんその他の重度の健康障害を労働者に生ずるおそれの

あるものとして厚生労働省労働基準局長が定めるものに限る。)については、製造事業者等が作

成したSDS等により確認すること。

第4 その他

国が実施した噛乳動物を用いた長期毒性試験の結果にっいては、「職場のあんぜんサイト」の

がん原性試験結果に掲載しているので、参照されたい。



偶嘱己)

平成3年8月26日付け基発第513号

平成4年12月21日付け基発第658号

平成4年12月21日付け基発第658号の2

平成5年6月25日付け基発第419号

平成5年6月25日付け基発第419号の2

平成6年3月25日付け基発第155号

平成6年3月25日付け基発第155号の2

平成7年9月22日付け基発第569号

平成7年9月22日付け基発第569号の2

平成7年9月22日付け基発第569号の3

平成9年2月6日付け基発第80号

平成9年2月6日付け基発第80号の2

平成9年2月6日付け基発第80号の3

平成9年2月6日付け基発第80号の4

平成9年2月6日付け基発第80号の5

平成 14年1月21日付け基発第0121001号

平成 14年1月21日付け基発第0121001号の2

平成 17年6月14日付け基発第0614001号

平成 17年6月14日付け基発第0614002号

平成 18年3月31日付け基発第0認1008号

平成 18年3月31日付け基発第0331009号

平成 18年3月31日付け基発第0331010号

平成23年10月28日付け基発 1028第4号

平成23年10月28日付け基発 1028第5号

平成24年10月10日付け基発 1010第2号

平成24年10月10日付け基発 1010第3号

平成25年10月1日付け基発 1001第6号

平成25年10月1日付け基発 1001第7号

平成26年12月3日付け基発 1203第5号

平成26年12月3日付け基発 1203第6号



1 有機溶剤関係

がん原性指針対象物質のうち労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号。以下「令」

という。)別表第6の2の有機溶剤(以下単に「有機溶剤」という。)に該当するもの(以下

「有機則対象物質」という。)について、がん原性指針に規定する措置と有機溶剤中毒予防規

則(昭和47年労働省令第36号。以下「有機則」という。)の適用関係は次のとおり。

がん原性指針と有機溶剤中毒予防規則及び特定化学物質障害予防規則との関係

有機則対象物質
の単一成分の含

有量

有機則対象物質の
単一成分の含有量
と有機則対象物質
以外の有機溶剤の

含有量

1%超

5%超 有機則対象範囲
1%以下 .

曜昌厘唾豊■圏匪●詞●巨鳳堅包曇亜握暑

5%以下

※ 1 有機則の適用があり、がん原性指針のうち3 (1)、 4 (1)、 5、 6、フ(1)が適

用される。※1以外の範囲は有機則の適用はなく、がん原性指針のうち3 (4)、 4

( 3)、 5、 6、フ(1)が適用される。

有機溶剤業務
(有機則第1条第6号イ
~ヲに掲げるものをい

う。以下同じ。)

5%超

図珂

2 パラーニトロクロルベンゼン関係

がん原性指針対象物質のうちパラーニトロクロルベンゼンについて、がん原性指針に規定す

る措置と特定化学物質障害予防規則(昭和47年労働省令第39号。以下「特化則」という。)

の適用関係は次のとおり。

パラーニトロクロルベンゼンの 製造し、又は取り扱う業務

含有

5%以下

1゛"""""""""""'"'
:有機則、囲
巨.●

^ ^^

巨
峰

●■西靖尾罵島朗用弼粛鯖卦請割扇■豊興却翌●捌

特化則対象範 ※2

がん原性指針対象範囲

^ ^

有機溶剤業務以外の
業務

^

轟■曇担尋担
廟

^^^^^^

^

^

,

艇

^^^^^^^^^^^

■■厩■暑糎首■■

蹴

^^^^^

がん原性指針対象

導岩■"口唾巨■■●■腫匿■●●■■■■

1%以下

※2 特化則の適用があり、がん原性指針のうち 3 (2)、 4 (1)、 5、 6、フ(1)が適

用される。※2以外の範囲は特化則の適用はなく、がん原性指針のうち3 (4)、 4

(3)、 5、 6、フ(1)が適用される。

5%超

.

^^^^

1%超

r'噐,忌
^^^^^^
=亜個伺胡直置盛蛭酉醜芦請0 口鵠畠
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3 エチルベンゼンほか12物質関係

(1)がん原性指針対象物質のうちDDVPにっいて、がん原性指針に規定する措置と特化則
の適用関係は次のとおり。

DDVPの含有量

1%超

※3

1%以下

がん原性指針のうち、 3 (3)、 4 (2)、 5、 6、フ(1)が適用される。

(2)がん原性指針対象物質のうちエチルベンゼン、クロロホルム、四塩化炭素、 1,4ージ

オキサン、 1,2ージクロロエタン、 1,2ージクロロプロパン、ジクロロメタン、スチ

レン、 1,1,2,2ーテトラクロロエタン、テトラクロロエチレン、トリクロロエチレ

ン及びメチルイソブチルケトン(以下「エチルベンゼンほか"物質」という。)にっい

て、当該指針に規定する措置と特化則等の適用関係は次のとおり。

エチルベンゼンエチルベンゼン 特別有機溶剤業務特別有機溶剤業務以外

ほかU 物質のほか11物質、 の業務(エチルベンゼ※5

単一成分の含有エチルベンゼン ンを含有する製剤その

量 ほか11物質以 他の物に係るガソリン

外の特別有機溶 スタンド等取扱業務を

剤(※4)及び 除く。(※ 6 ))

有機溶剤の含有

量

1%超 ^^^^^^^

5%超

成形、加工又は包装の業務

. 眉■善

蝉■尋厘騨肩埋辱写辱写辱騨塚扉埋巨埋扉曇冒専埋埋燐

特化則対象範囲

ヨ

成形、加工又は包装の業務

以外の業務
^^^ ^

がん原性指針対象範囲
※3

^

囲

^^^^^^^^

^^^^^^

囲

1%以下

5%以下

※4 特化則第2条第1項第3号の2に定めるものをいう。

※5 特別有機溶剤業務とは、エチルベンゼンにあっては「塗装業務」、 1,2ージクロロ

プロパンにあっては「洗浄・払拭の業務」、クロロホルム、四塩化炭素、 1,4ージオ

キサン、 1,2ージクロロエタン、ジクロロメタン、スチレン、 1,1,2,2 ーテト

ラクロロエタン、テトラクロロエチレン、トリクロロエチレン及ぴメチルイソブチルケ

トンにあっては「有機溶剤業務」を指す。

※6 当該業務においてエチルベンゼンを取り扱う場合には、エチルベンゼンの含有量が

1%を超える場合であってもがん原性指針の対象とはならないこと。一方、当該業務に

おいてエチルベンゼン以外のがん原性指針対象物質を取り扱う場合には、当該指針対象

5%以下

^^^^^^^^^^^

1 特化則、囲 1

5%超

庖■0ヨ■醐榔■■■劉沓■剛脚■騨覇ヨ

11
一部有機則対象

※7
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物質に着目した指導が必要であることから、当該指針の対象となる可能性があること。

※7 有機溶剤のみで含有量が5%を超える場合は、特化則ではなく、有機則の適用とな

る。

(例1)有機溶剤6%

(例 2)有機溶剤 4.5%

がん原性指針のうち、※8

4 その他の物質関係

がん原性指針対象物質のうち上記1~3に掲げる物質以外の物質について、がん原性指針に

規定する措置の適用関係は次のとおり。

その他の物質の含有量 製造し、又は取り扱う業務

+特別有機溶剤0.8%

+特別有機溶剤0.8%

3 (3)、 4 (2)、 5、

1%以下

※9 がん原性指針のうち、 3 (4)、 4 (3)、 5、 6、フ(2)又は(3)が適用され

る。

1%超

→有機則の適用

→特化則の適用

6、フ(1)が適用される

^^^^^^^^^ ^

1 がん原性指針、
」 ^^^^^^^^

囲※9 1
^



別紙2

物質名

アクリル酸メチ

ル

保顎具の種類

呼吸用保護具
送気マスク

有機ガス用防毒マスク

保衣・保護手袋等(EVOH (エチレンーピニルアル
・身体の保皮

コール共重合体)製、ポリピニルアルコール製)

スペクタクル型・ゴグル形の保護めがね又は顔面保

具(防災面)
眼・顔面の保護

※蒸気からの保腰が必要な場合、適切な除毒能力を有

する全面形面体の呼吸用保腰具が必要

送気マスク
呼吸用保、具

有機ガス用防毒マスク

保護衣・保手袋等(ブチルゴム製、 EVOH (エチレ
皮・身体の保

ンーピニルアルコール共重合体)製)

適切な除毒能力を有する全面形面体の呼吸用保護具が
眼・顔面の保

必要

送気マスク

防じ人騰能付き防毒マスク
呼吸用保 ^

ろ過材の等級: L3,S3,L2,S2
吸収缶:有機ガス用

・身体の保護保衣・保鐙手袋等

スペクタクル形・ゴグル形の保めがね

眼・顔面の保、作業形態に応じ防災面(化学物質飛来防用)を併用 JIST8147

してもよい.

送気マスク
呼吸用保

有機ガス用防碍マスク

保衣・保手袋等(EVOH (エチレンーピニルアル
・身体の保

コール共重合体)製、ボリピニルアルコール製)

スペクタクル形・ゴグル形の保腰めがね

艮・顔面の保、作業形態に応じ防災面(化学物質飛来防用)を併用 JIST8147

してもよい.

送気マスク JIS T 8153

防じん機能付き防毒マスク
呼吸用保護具

ろ過材の等級:L3,S3,ロ,S2

吸収缶:有機ガス用

保雁衣・保護手袋等(ブチルゴム製、ネオプレンゴム
・身体の保

製)

スペクタクル形・ゴグル形の保護めがね

眼・顔面の保慶作業形態に応じ防災面(化学物質飛来防凌用)を併用 JIST8147

してもよい.

送気マスク

呼吸用保、自

防寄マスクの規格、〕1ST8152

アクロレイン

皮膚.身体の保、

使用すべき保

奨励されるもの

防蛋マスクの規格、JIST8152

JIS T 8115、 JIS T 8116、 JIS T 8

2ーアミノー4

ークロロフエ

ノール

JIS T 8115、 JIS T 8116、〕1S T 8

塩化アリル

JIS T 8153

防毒マスクの規格、〕1ST8152

JIS T 8116

眼・顔面の保・

規格

JIS T 8U5、 JIS T 8116、]1S T 8

JIS T 8147

オルトフエニレ

ンジアミン及び

その塩

JIS T 8153

防毒マスクの規格、]1ST8152

JIS T 8115、〕1S T 8116

防毒マスクの規格、JIST8152

皮

JIS T 8153

JIS T 8153

1ークロロー2

ーニトロベンゼ

ン

防毒マスクの規格、]1ST8152

]1S T 8115、]1S T 8116、 JIS T 8117

呼吸用保

皮

JIS T 8153

防毒マスクの規格、JIST 8152

JIS T 8115、 JIS T 8116、〕1S T 8117

目

・身体の保、

防じ人患能付き防毒マスク

ろ過材の等級:L3S3,L2,S2
吸収缶:有機ガス用

保雁衣・保雁手袋等(EVOH (エチレンービニνレアル

コール共重合体)製、フッ素ゴム製)

スペクタクル形・ゴグル形 めがね

作業形態に応じ防災面(化学物質飛来防.)を併用 JIS T 8147

してもよい.

送気マスク JIS T 8153

防じん機能付き防毒マスク

ろ過材の等級: L3,S3,L2,S2

吸収缶:有機ガス用

保議衣・保讃手袋等(EVOH (エチレンービニルアル

コール共重合体)製、フッ素ゴム製)

スペクタクル形・ゴグル形の保頴めがね

作業形態に応じ防災面(化学物質飛来防)を併用 JIS T 8147

してもよい.

2,4 ージクロ

ロー 1ーニトロ

人;ン1堂ン

眼・顔面の保護



N, Nージメチ

ルアセトアミド

送気マスク JIS T 8153
呼吸用保護具

有機ガス用防簿マスク 防毒マスクの規格、JIST8152

※蒸気による経皮吸収が大きいことから、これによる

.身体の保護健康障書を防止するため、保、衣、保護手袋等を確実 JIST8115、JIST8116、JIST8117

に使用すること。

眼・顔面の保ゴグル形の保護めがね 〕1S T 8147

取替え式防じんマスク(ろ過材の等級:RS3、 RL3)

※現場で使用温度がく、気体状で浮遊する可能性力ぐあると
防毒マスクの規格、JIST8152

呼吸用保護具きは、防じハ騰能付き防毒マスク(有機ガス用吸収缶)を使

用する.

呼吸用保瞳具

4ーターシヤリ

ーブチルカテ

コール

防毒マスクの規格、〕1ST8152

電動ファン付き呼吸用保、具

(ニトリルゴム製、クロロプレン保護衣・保、

ゴム製、 EVOH (エチレン・ピニルアルコール共重合

体)製、ブチルゴム製、天然ゴム製、ボリピニルアル
・身体の保

コール製)

※経皮吸収による健康障害を防止するため、保護衣、保護手

袋等を確実に使用すること.

眼・顔面の保.ゴグル形の保、がね

多力ーポンナ

ノチユーブ

(がんその他の の

健康障書を労働者に生

ずるおそれのあるもの

として厚生労働省労働

基準局長が定めるもの

に限る.)

皮

皮膚・身体の保腰

JIS T 8115、 JIS T 8116、 JIS T 8117

有機ガス用防毒マスク

※ミストが同時に発生する可能性力{ある場合、液体の

註峨粒子を用いた粒子捕集効率試験に合格した有機ガ

ス用吸収缶(LI,L2, B)を選定

保腰衣・保 等(EVOH (エチレンーピニルアル
JIS T 8116

コール共重合体)製、ボリピニjレアルコール製)

ゴグル形の保護めがね

※蒸気からの保護が必要な場合、適切な除毒能力を有 JIST8147

する全面形面体の呼吸用保腰具を推奨

ノルマルーブチ

ルー 2,3 ーエ

ボキシブロ白レ

エーテル

全般

眼・顔面の保護

平成21年3月31日付け基発第0331013号「ナノマテリアル1こ対するばく露防止等のための予防的対

応につぃて」の号雌氏の3 (1)及び(2)を踏まえ、必要に応じて3 (4)エ(ア)~(エ)を参考

にする等適切に対応すること.

]1S T 8153

防毒マスクの規格、JIST8152

JIS T 8115、 JIS T 8116、 JIS T 8117

呼吸用保目

皮膚・身体の保、

防毒マスクの規格、 JIST8152

パラーニトロア

ニソール

眼・顔面の保護

JIS T 8157

送気マスク

有機ガス用防毒マスク

保衣・保護手袋等

スペクタクル形・ゴグル形の保護めがね

作業形態に応じ防災面(化学物質飛来防、)を併用〕1ST8147

してもよい.

送気マスク 」1S T 8153

防じ人騰能付き防毒マスク

ろ過材の等級: L3,S3,L2,S2

吸収缶:有機ガス用

衣・保護手袋等

スペクタクル形・ゴグル形の保.めがね

作業形態に応じ防災面(化学物質飛来防・)を併用]1ST8147

してもよい.

送気マスク

有機ガス用防毒マスク

保護衣・保、

スペクタクル形・ゴグル形の保護めがね

作業形態に応じ防災面(化学物質飛来防・用)を併用 JIST8147

してもよい。

送気マスク

有機ガス用防砥マスク

保腰衣・保護手袋等

ゴグル形の保護めがね

送気マスク

呼吸用保、自

JIS T 8115、]1S T 8116、〕1S T 8117

皮

1ーブロモー3

ークロロプロパ

ン

・身体の保、

JIS T 8147

眼・顔面の保護

呼吸用保.具

・身体の保護

1ーブロモブタ

ン

眼・顔面の保護

JIS T 8153

防毒マスクの規格、JIST8152

JIS T 8115、 JIS T 8116、 JIS T 8117

呼吸用保餓具

・身体の保護

眼・顔面の保護

メタクリル酸

2,3 ーエ,オ{キ
シプロピル

JIS T 8153

防竃マスクの規格、〕1ST8152

〕1S T 8115、 JIS T 8116、 JIS T 8117

JIS T 8147

JIS T 8153



※1 参照規格について

叩及用保護具防毒マスクの規格

JIS T 8152

]1S T 8153

JIS T 8154

保、衣等 JIS T 8115

JIS T 8116

]1S T 8117

保護眼鏡〕1ST8147

保護眼鏡については、一度破損又は汚染したものは使用しないことが望ましい。※3

※2 保、 について

耐透過性、耐浸透性、反発性については、それぞ扣IST8115に定める試験の結果から得られた等級を踏まえ、等級ごとに示されてぃる
透過時問等を考した対応(伊上使用時問を記録し、透過時間を経過する前に保服を交換する.)が望ましい.また、気密形保、密
閉型保、服の使用に当たっては、暑熱環境等物理的要因を考し、適切な対応を取ることが必要である。

(平成2年労働省告示第68号)

(防毒マスク)

(送気マスク)

(有毒ガス用ファン付き呼吸用保護具)

(化学防翻艮)

(化学防手袋)

(化学防護長靴)

(保めがね)



別紙3

番号

1

物質名

作業環境測定の方法及び測定結果の鯏西の指

測の

アクリル酸メチル

活性炭管

アクロレイン

2ーアミノー4ークロロ

フエノール

アントラセン

エチルペンゼン

2,3 一二D 、キシー 1

ロパノール

塩化アリル

加熱脱着

GC ; FID

試料採取方法

7

球状活性炭捕集

ろ過捕集方法

フィルター及ひ捕集を組み合わせ

た相補型のろ過捕集方法

固体捕集方法又は直接捕集方法

固体捕集方法

8
オルトーフエニレンジアミ

ン及びその塩

キノリン及びその塩

1ークロロー2ーニトロベ

》/tt'》ノ

9

50 ppb

10

(評価指)

分析方法

^

GC; Ha11型電気伝導度検

出器

GC/MS

(検討)

HPLC

クロロホルム

酢酸ビニル

四塩化炭素

1,4ージオキサン

1,2ージクロロエタン

1,4ージクロロー2ーニ

トロペンゼン

2,4ージクロロー 1

トロペンゼン

固体捕集方法

管理農度等(※1)

ろ過捕集方法

固体捕集方法

2Ppm

日本産業衛生学会・ACGIH

HPLC又はGC

GC

HPLC又はGC

16

液体捕集方法

固体捕集方法又は直接捕集方法

固体捕集方法

液体捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法又は直接捕集方法

液体捕集方法

固体捕集方法又は直接捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法

17

GC

20ppm

2Ppm

Ippm

0.1m9/m

(オルトーフェニレンジアミンとし

て)

18 1,2ージクロロプロバン

19 ジクロロメタン

HPLC

定下限

0.0032 Ppm

(採 ID

GC

TenaX管

20omvmin,10分間

作業環境測定の方法の詳,(参考例)

捕集法

(器具、流、捕集時問)

球状活性炭管

(10omg/50mg)

0.1Vmin,10分問

GC

吸光光度分析方法

GC

GC

吸光光度分析方法

GC

GC

吸光光度分析方法

GC

HPLC

<構造類似物質の管理濃度>

パラーニトロクロノレ弌ンゼン

0.6mg/m3

3 Ppm

10 ppm

5 Ppm

10 ppm

10 ppm

固体捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法又は直接捕集方法

0.0017

3.7 Ppb

(1.6×10-2 mg/m3)

Ppm

分析法及び検出器

二硫化炭素脱着

GC/MS

10 ppb

(6.4×10-2 mg/m3)

Porpak Q管

50mvmin,10分間

硫酸含浸ガラス繊維ろ紙

<構造類似物質の管理;度>

バラーニトロクロノLノ弌ンゼン

0.6 mg/m3

GC

GC

TenaX管

20omvmin,10分問

加熱脱着

GC ; FID

HPLC

紫外吸光度検出器

Ppm

50 ppm

1

1.o ppb

(フ.8× 10-3 rng/m3)

加熱脱着

GC ; FID

2
 
3

4
 
5
 
6

Ⅱ
Ω
 
B
 
H
 
巧



番号
業環境測の法

物質名
試料採取方法

N,N・ジメルアアミ
固体捕集方法

ド

ジメチルー2,2ージクロ
固体捕集方法

ロピニルホスフエイト

N,N・ジメチルホルムアミ
固体捕集方法

ド

液体捕集方法スチレン
固体捕集方法又は直接捕集方法

4ーターシャリーブチルカフィルター及び捕集管を組み合わせ
デコール た相補型のろ過捕集方法

HPLC;蛍光検出器

20

21

22

23

24

多力ーボンナノチユーブ

(がんその他の重度の健康

障害を労者に生ずるおそ

れのあるものとして厚生労

働省労働基準局長が定める

ものに限る。)

25

分析方法

GC

GC

吸光光度分析方法

GC

GC

管理j 度等(※ 1)

1,1,2,2ーテトラ

ロロエタン

テトラクロロエチレン

1,1,1ーリクロルエ

タン

29 トリクロロエチレン

ノルマルールー2,3

ーエ,犬キシプロピルエーテ30

ル

バラージクロルペンゼン31

10 ppm

O l mg/m3

10 ppm

20 ppm

<構造類似物質の許容j 度>

カテコール

5 Ppm (ACGIH)

TenaX管

20omvmin,10分間

HPLC

ろ過捕集方法

炭素分析法

定下限

液体捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法又は直接捕集方法

液体捕集方法

固体捕法又は直}妾捕集方法

液体捕集方法、

固体捕集方法又は直,妾捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法

作 境測定の方法の詳細(参考例)
捕集法

(器具、流、捕集時問)

HPLC

0.00624 Ppm
(採気 3D

吸光光度分析方法

GC

GC

吸光光度分析方法

GC

吸光光度分析方法

GC

フィルター付きXAD・7捕集管

(10omg/50mg以上)

02~0.5Vmin,10分問

Sioutas cascade lmpador

又は導電性サイクロンサンプ

ラー(分粒特性:4μm 50%
カットでの捕集)

石英フィルター;それぞれの
サンプラーにっいて

9Vminまたは2.75Vmin,10
分間以上

導電性サイクロンサンプラー

(分粒特性:4μm 50%カッ
トでの捕集)

セルロースエステルメンブラ

ンフィルター;

2.75Vmin,10分間以上

0.011 mg/m3

(採気 90L)

分析法及び検出器

Ippm

25 Ppm

20o ppm

10 ppm

GC

GC

0.0072 m9/m3
(採気 27.5L)

メタノール脱着

HPLC; UV検出器

3Ppm

10 ppm

炭素分析装置

加熱脱着

GC ; FID
43 Ppb

お
υ
祁



番号 物質名

32 パラーニトロアニソール

33
パラーニトロクロルペンゼ

ジクロロメタン脱着

GC/MS

作業環境測

試料採取方法

ヒドラジン及びその塩、ヒ

ドラジンー水和物

ビフエニル

2ーブテナーノし

1ーブロモー3ークロロプ

ロパン

1ーブロモブタン

37

固体捕集方法

の方、

38

液俐甫集方法

固体捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法

39
メタクリル酸2,3ーエ,ポ

キシプロピル

分析方法

40メチルイソブチルケト、液体捕集方法 吸光光度分析方法
20 ppm固体捕集方法又は直接捕集方法 GC

※1 作業環境副西基準(昭和63年労働省告示第79号)の別表に掲げる管理度又は「労働安全衛生法第28条第3項
の規定に基づき厚生労働大臣が定める化学物質による健康障害を防止するための指針」に基づき作業環境測定の結果を
;平価するために使用する評価指標

※2 測定分析法等の略称

FID:水素炎イオン検出器 GC/MS:ガスクロマトグラフ質分析方法
GC:ガスクロマトグラフ分析方法 HPLC:高速液体クロマトグラフ分析方法

※3 メタクリル酸2,3ーエ,犬キシプロピルにっいては、開発済の作業環境測定方法の例では、鯏而指標(日本産業
衛生学会が勧告する許容、度0.olppm)の10分の1の精度で測定を行うためには140分間の捕集時問が必要となるた
め、より短時間の捕集で同等以上の精度での測定が可能な方法を検討することとしてぃるところ、当該検討の結果によ
り例を変更する可能性力てある。

管理;度等(※ 1)

<構造類似物質の許容}又>

パラーアニシジン 0.5mg/m3
(日本産業衛生学会、 ACGIH)

ジニトロトルエン(混合物)

02mg/m3 (ACGIH)

0.6mg/m3

0.13mg/m

(ヒドラジンとして)

02Ppm

02Ppm

<構造類似物質の管理1 叉>

1,2ージクロロエタン

10 ppm

GC

吸光光叉分析方法

又はGC

GC

HPLC

GC

HPLC

固体捕集方法

固体捕集方法

球状活性炭捕集

GC

定下限

GC/MS

4.3 Ppb

(2.フ×10-2 mg/m3)

作業環境測定の方法の詳細(参考例)
捕集法

(器具、流、捕集時問)

GC/MS
0.ol ppm

日本産業衛生学会

TenaX管

20omvmin,10分間

0.5 Ppb

分析法及び検出器

加熱脱着

GC ; HD

A) 0.0069 Ppm

(採気 2U

B) 0.ool ppm

(採気 28D

TenaX管

20omvmin,10分間

球状活性炭管

(10omg/50mg)

02Vmin,

A :10分間/B :140分間楽3

加熱脱着

GC ; FID

ン

関
開
茆



別表第2

労働者の健康障害を防止するために厚生労働大臣が指針を公表した化学物質に

係る試料採取方法及び分析方法

物の種類 試料採取方法

アクリル酸メチル 球状活1生炭捕集1

2ーアミノー4ークロロ
ろ過捕集方法2

フエノール

フィルター及び捕集管

アントラセン を組み合わせた相補型3

のろ過捕集方法

固体捕集方法又は直接
エチルベンゼン4

捕集方法

2,3 ーエ,オミキシー 1
固体捕集方法

プロパノール

塩化アリル 固体捕集方法

オルトーフエニレンジア
ろ過捕集方法7

ミン及びその塩

キノリン及びその塩 固体捕集方法

1ークロロー2ーニトロ
固体捕集方法

<;ンゼン

液体捕集方法

10 クロロホルム 固体捕集方法又は直接

捕集方法

11 酢酸ピニル 固体捕集方法

液体捕集方法
12 四塩化炭素

固体捕集方法

固体捕集方法又は直接
1,4ージオキサン13

捕集方法

液体捕集方法

14 1,2ージクロロエタン固体捕集方法又は直接

捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法

分析方法

ガスクロマトグラフ質量分析方法

高速液体クロマトグラフ分析方法

高速液体クロマトグラフ分析方法

又はガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

高速液体クロマトグラフ分析方法

又はガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

高速液体クロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

吸光光度分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

吸光光度分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

吸光光度分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

高速液体クロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

1,4 ージクロロー 2

ニトロベンゼン

2,4 ージクロロー 1

ニトロベンゼン

1 2ージクロロプロパ

16

別紙2

17
1

固体捕集方法

15

ン

5
 
6

8
 
9



物の種類

18 ジクロロメタン

N,N・ジメチルアセトアミ

ド

ジメチルー2,2ージク

ロロピニルホスフエイト

N,N・ジメチルホルムアミ

ド

19

20

21

試料採取方法

固体捕集方法又は直接

捕集方法

固体捕集方法

22 スチレン

4ーターシャリーブチル
23

カテコール

多層力ーボンナノチユー

ブ(がんその他の重度の健康障

24 害を労働者に生ずるおそれのあろ過捕集方法
るものとして厚生労働省労働基

準局長が定めるものに限る。)

1,1,2,2 ーテトラ
25

クロロエタン

26 テトラクロロエチレン

固体捕集方法

固体捕集方法

分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

固体捕集方法

固体捕集方法

液体捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法

液体捕集方法

固体捕集方法又は直接

捕集方法

フィルター及び捕集管

を組み合わせた相補型

のろ過捕集方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

吸光光度分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

C

27
1,1,

エタン

28 トリクロロエチレン

1

液体捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法又は直接

捕集方法

液体捕集方法

固体捕集方法又は直接

捕集方法

液体捕集方法、

固体捕集方法又は直接

捕集方法

高速液体クロマトグラフ分析方法

トリクロル

ノルマルーブチルー2,

29 3ーエポキシプロピル

エーテル

30 パラージクロルベンゼン

31 パラーニトロアニソール

パラーニトロクロルベン
32

ゼン

炭素分析法

高速液体クロマトグラフ分析方法

吸光光度分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

吸光光度分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

吸光光度分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

吸光光度分析方法又はガスクロマ

トグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法



物のネ憇頁

ヒドラジン及びその塩、
33

ヒドラジンー水和物

34 ピフエニル

35 2ーブテナール

1ーブロモー3ークロロ
36

プロパン

37 1ーブロモブタン

メタクリル酸2,3ーエ

ポキシプロピル

吸光光度分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

38

試料採取方法

固体捕集方法

39 メチルイソブチルケトン

固体捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法

固体捕集方法

高速液体クロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

高速液体クロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ分析方法

ガスクロマトグラフ質量分析方法

ガスクロマトグラフ質量分析方法球状活性炭捕集

液体捕集方法

固体捕集方法又は直接

捕集方法

分析方法


